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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間

自　平成17年
　　７月１日
至　平成17年
　　12月31日

自　平成18年
　　７月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　７月１日
至　平成19年
　　12月31日

自　平成17年
　　７月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成18年
　　７月１日
至　平成19年
　　６月30日

売上高 (千円) 29,049,5947,360,5856,324,15668,366,49915,354,109

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) 781,024△457,966△438,7633,354,998△824,834

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) 62,405△15,522,389△892,3193,092,302△16,264,338

純資産額 (千円) 22,447,06511,993,48310,520,49832,978,95211,210,147

総資産額 (千円) 44,701,49120,595,55617,218,86257,052,94318,737,286

１株当たり純資産額 (円) 47,274.2821,266.7417,916.4853,424.0019,750.19

１株当たり中間(当期)
純利益又は１株当たり
中間(当期)純損失(△)

(円) 147.71△32,052.00△1,832.126,893.95△33,492.56

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) 100.90 ― ― 6,644.92 ―

自己資本比率 (％) 50.2 50.2 50.7 44.5 51.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,890,797△162,889 65,5812,285,160△503,251

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △8,707,120956,4381,867,786△7,842,0821,495,008

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 11,706,087△842,161△191,73714,503,373△1,946,267

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) 7,112,0725,772,0506,598,85314,940,4084,872,048

従業員数 (名) 556 531 516 426 525

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第11期中、第11期、第12期中は、１株当たり中間(当期)純損失が計上されているため、潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益は記載しておりません。

３　第10期中、第10期、第11期中および第11期は、「第５［経理の状況］－３　平成19年６月期の中間連結財務諸表、

連結財務諸表、中間財務諸表、財務諸表－(1) 平成19年６月期の中間連結財務諸表ならびに連結財務諸表作成

に関する事項」に記載のとおり、訂正報告を行う可能性があります。

　

EDINET提出書類

株式会社インターネット総合研究所(E05061)

半期報告書

 2/84



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移

　

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期

会計期間

自　平成17年
　　７月１日
至　平成17年
　　12月31日

自　平成18年
　　７月１日
至　平成18年
　　12月31日

自　平成19年
　　７月１日
至　平成19年
　　12月31日

自　平成17年
　　７月１日
至　平成18年
　　６月30日

自　平成18年
　　７月１日
至　平成19年
　　６月30日

売上高 (千円) 17,668 72,081 485,774 112,878 700,164

経常損失 (千円) 668,167 444,554 373,4721,129,244806,605

当期純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) △1,069,474△15,382,418△2,341,0561,324,792△15,807,030

資本金 (千円) 9,426,0009,457,2369,465,4739,444,4049,465,473

発行済株式総数 (株) 474,891.49486,646.49487,098.49475,511.49487,098.49

純資産額 (千円) 20,380,2488,605,2775,859,51322,718,0138,185,875

総資産額 (千円) 26,076,19913,276,5989,521,29427,512,49711,901,441

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 500 ―

自己資本比率 (％) 78.2 64.8 61.5 82.6 68.8

従業員数 (名) 34 35 27 33 28

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る１株当たり情報は、中間連結財務諸表を作成しておりますの

で、記載を省略しております。

３　第10期中、第10期、第11期中および第11期は、第５［経理の状況］－３　平成19年６月期の中間連結財務諸表、連

結財務諸表、中間財務諸表、財務諸表－(2) 平成19年６月期の中間財務諸表ならびに財務諸表作成に関する事

項」に記載のとおり、訂正報告を行う可能性があります。

　

　

　

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループが営んでいる事業につきましては、IPネットワーク事業、IP

プラットフォーム事業、IPエンタープライジング事業を主力事業とし、各事業の競争力を強化すると共に、

更なる成長を図るために新規事業分野への進出も積極的に行ってまいりました。 

当中間連結会計期間より、当社グループ事業の再検討を行うべく、本業であるIT事業に経営資源を集中さ

せるため、IPプラットフォーム事業において、主に医療機器の開発・製造等を行っているファイバーテック

株式会社の全株式を譲渡いたしました。これにより、ファイバーテック株式会社は当社の連結子会社から外

れました。 
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３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間における重要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

(1) 株式の譲渡により関係会社ではなくなった会社

　

名称 住所
資本金
(百万円)

主な事業内容
議決権の
所有割合
(％)

関係内容

（連結子会社）
ファイバーテック
株式会社

東京都
千代田区

489

医療用内視鏡の開発、製造、販売
電子機器・医療機器の開発、販売及び輸出
入
電子機器・医療機器の保守
デジタルネットワークシステムの構築及
び機器販売
ソフト及びネットワークシステムの保守

－ －

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

IPネットワーク事業 173

IPプラットフォーム事業 216

IPエンタープライジング事業 123

IPシナジーファイナンス事業 －

その他事業 －

全社(共通) 4

合計 516

(注)　従業員数は就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成19年12月31日現在の従業員数は、27名であります。

(注)　従業員数は当社グループ会社への出向者(２名)を含んでおります。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は、結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間のわが国経済は、米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）

問題および原油価格の高騰の長期化などの影響により、先行き不透明な状況が続いております。 

当社グループが属する情報通信サービス市場においては、ブログやSNS、Googleなど、「Web２.０型ビジ

ネス」が普及する一方で、通信事業者のネットワークでは、IP技術をベースにしたNGN

（Next Generation Network：次世代ネットワーク）が登場するなど、市場環境は急速に変化しつつあり

ます。

一方、モバイル・携帯電話市場においては、NTTドコモ、KDDI、ソフトバンクモバイルの３社が引き続き

熾烈な競争を繰り広げる一方で、WiMAXが次世代のモバイルブロードバンドアクセスを担う規格として期

待されています。

このような情勢の下、当社グループの事業においては、ブロードバンド利用者の増加や「Web２.０型ビ

ジネス」の普及に伴い、株式会社プロデュース・オン・デマンドの動画コンテンツの配信事業、株式会社

アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジーのメディアサービスやECサイト、株式会社ブロードバ

ンドタワーのデータセンター事業のIPネットワーク事業、株式会社ユビテック（旧 株式会社IRIユビ

テック 平成19年12月１日商号変更）のセンシングモジュール、WiMAX支援事業等のIPプラットフォーム

事業に注力してまいりました。

当社の経営体制面においては、持分法適用関連会社である株式会社ブロードバンドタワーと包括的な

事業展開を行い、同社の取締役でもある中村高根氏を新たに当社の取締役に迎え入れました。これによ

り、今後はエンタープライズ向けのサービス強化を図ってまいります。

なお、当社は株式交換により、平成19年11月１日をもってオリックス株式会社の完全子会社となりまし

た。

以上の結果、当中間連結会計期間における当社グループの業績は、売上高6,324百万円（前年同期7,360

百万円、14.1％減少）、営業損失395百万円(前年同期営業損失1,012百万円)、経常損失438百万円(前年同

期経常損失457百万円)、中間純損失892百万円(前年同期中間純損失15,522百万円)となりました。

　

事業の種類別の経過と成果は以下の通りであります。

　

①　IPネットワーク事業

IPネットワーク事業につきましては、株式会社アイ・アール・アイコマースアンドテクノロジーが、

ガソリンスタンド比較サイト「カーライフナビβ版」、ギガビット対応の通信速度測定サイト

「GIGA SPEED」をオープンし、特に「カーライフナビβ版」においてはガソリン価格の高騰を背景に

高いアクセス数を得ました。 株式会社プロデュース・オン・デマンドにおいては、完全無料放送

「GyaO」を展開する株式会社USENを始めとする大手コンテンツ事業者等に対して継続してサービスを

提供する他、オリックス株式会社およびオリックスグループ会社から新規に案件を受注し売上を計上

いたしました。セーバー株式会社においては、一般放送やインターネット向けの動画コンテンツ、監視

カメラで撮影された映像や、DVD向けにパッケージ化された動画コンテンツなど、“長時間の映像”や

“ライブ映像”の携帯電話向けストリーム配信を実現する新しい配信プラットフォーム

「Saver Live Server」を発表いたしました。
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持分法適用関連会社である、株式会社ブロードバンドタワーは、ブロードバンド環境において様々な

サービスを提供する事業者に対し、堅牢かつ快適なデータセンター環境と高品質で高速なインター

ネット環境を中心としたデータセンターサービスを提供してまいりました。

以上の結果、IPネットワーク事業の連結業績につきましては、売上高は2,655百万円（前年同期2,304

百万円、15.2％増加）、営業損失は123百万円（前年同期 営業損失345百万円）となりました。

なお、提出日現在において、セーバー株式会社は、当社保有のセーバー株式5,186株のうち、4,670株

（発行済株式総数に対する割合 90.05％）を株式会社シーディーネットワークス・ジャパンに譲渡し

たことにより、子会社から外れております。

 

②　IPプラットフォーム事業

IPネットワーク事業につきましては、株式会社ユビテックにおいて、映像エンジンモジュール

「UBIRIS（ユビリス）」の受注や、携帯電話評価業務が堅調に推移したものの、WiMAX支援事業の伸び

が鈍化しました。今後は既存事業に加え、オリックスグループの既存事業へweb２.０ソリューション、

無線IPソリューション、映像ソリューション等を提供してまいります。

なお、当事業部門において医療機器の開発・製造等を行っているファイバーテック株式会社におき

ましては、平成19年７月に全株の株式譲渡を行い、当社子会社から外れました。

以上の結果、IPプラットフォーム事業の連結業績につきましては、売上高は2,327百万円（前年同期

3,602百万円、35.4％減少）、営業利益は79百万円（前年同期 86百万円、8.2％減少）となりました。 

 

③　IPエンタープライジング事業

IPエンタープライジング事業につきましては、独立系IT教育ベンダーであるグローバルナレッジ

ネットワーク株式会社（グローバルナレッジ）が、マイクロソフト関連の認定研修を開催する等、順調

に業績を伸ばし、マイクロソフトより「Microsoft CPLS アワード 2007 最優秀賞」および

「MCA Training Center アワード 2007 最優秀賞」受賞する等、高い評価を得ました。

以上の結果、IPエンタープライジング事業の連結業績につきましては、売上高は1,350百万円（前年

同期1,400百万円、3.6％減少）、営業損失は51百万円（前年同期 営業利益7百万円）となりました。

 

④　IPシナジーファイナンス事業

IPシナジーファイナンス事業につきましては、IP技術を核としてグループとのシナジーを期待でき

る企業を対象に、主に国内のIT企業の投資活動に伴う調査等を進めてまいりました。

以上の結果、IPシナジーファイナンス事業の連結業績につきましては、売上高は0百万円（前年同期

100百万円）、営業損失は144百万円（前年同期 営業損失481百万円）となりました。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、営業損失の減少等

により、64百万円のネット受取額(前年同期ネット支払額162百万円)となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有価証券および関係会社株式の売却等によ

り1,868百万円のネット受取額(前年同期ネット受取額956百万円)となりました。

財務活動におけるキャッシュ・フローにつきましては、短期借入金の増加等により、191百万円のネッ

ト支払額(前年同期ネット支払額842百万円)となりました。

 

以上の結果、当中間連結会計期間における現金および現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末残高
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から1,726百万円増加して、6,598百万円となりました。

 

関連する各指標は以下のとおりとなります。

　

平成18年６月 平成18年12月 平成19年６月 平成19年12月

自己資本比率 44.5％ 50.2％ 51.3％ 50.7％

時価ベースの自己資本比率 106.7％ 170.1％ 49.5％ ―

(注)　自己資本比率　　　　　　：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

平成19年12月31日現在における時価ベースの自己資本比率は、当社の株式が平成19年６月24日をもって非上場株

式となりましたので、該当いたしません。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績及び受注実績

当社および関係会社のサービスは広範囲かつ多種多様であり、また受注生産形態をとらない事業も含

まれるため、事業の種類別に生産の規模および受注の規模を金額または数量で示すことはしておりませ

ん。
　
　

(2) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメント別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

IPネットワーク事業 2,653,392 115.8

IPプラットフォーム事業 2,320,329 65.1

IPエンタープライジング事業 1,350,433 96.4

IPシナジーファイナンス事業 ― 0.0

その他事業 ― 0.0

合計 6,324,156 85.9

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　セグメント間取引について控除した値を記載しております。

３　総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先はありませんので、主な相手先別の販売実績お

よび当該販売実績額の総販売実績に対する割合は、記載を省略しております。

　

　

３ 【対処すべき課題】

当中間連結会計期間において、当社グループの対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた課題は

ありません。

　

　

　

　

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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５ 【研究開発活動】

当社および当社グループは、創業以来「IP（Internet Protocol）技術を中核とする高い技術力を梃子

に、社会に貢献する」ことを企業方針として、インターネット業界の発展に伴って成長してまいりました。

研究開発活動においてもこの方針に基づき、当社グループの独自性・先進性を発揮するため、常にオリジナ

ル技術の開発を心掛けてまいりました。さらに、顧客企業や大学研究機関からの受託業務を通じ、収益獲得

に役立つ研究開発活動を展開してまいりました。

当中間連結会計期間における研究開発費は、17,688千円となりました。なお、顧客企業や大学研究機構等

からの受託に伴う研究開発費は含まれておりません。

主要な研究内容として、IPネットワーク事業において、当社の事業部であるディペンダブル・ネットワー

ク研究所による政府系案件や自主開発としての量子暗号技術や仮想技術の研究開発を行ってまいりまし

た。当中間連結会計期間における研究開発の総額は、2,405千円となりました。

IPプラットフォーム事業においては、連結子会社である株式会社ユビテックが、大手メーカーおよび大学

研究機関等との共同開発のみならず、独自の情報収集、研究開発も行っており、オリジナル映像エンジンモ

ジュールやオリジナルセンシングモジュールの開発を行ってまいりました。また、ユビキタスネットワーク

社会への変革に向けての具体的なソリューションに直結した研究開発も進めてまいりました。当中間連結

会計期間における研究開発の総額は、15,283千円となりました。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
　

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

当中間連結会計期間において、設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 1,943,600

計 1,943,600

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成19年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年３月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 487,098.49487,098.49非上場 ―

計 487,098.49487,098.49― ―

　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

当社が発行していた全てのストックオプションは、未行使のストックオプションについて権利者が全

て放棄したことにより、平成19年９月に全部消滅いたしました。

　

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成19年12月31日 ― 487,098.49 ― 9,465,473 ― 9,530,964
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(5) 【大株主の状況】

平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

オリックス株式会社 東京都港区浜松町２丁目４―１ 487,098.49 100.00

計 ― 487,098.49 100.00

(注)　第11期定時株主総会（平成19年９月26日開催）における株式交換承認決議に基づき、平成19年11月１日付で、当社

はオリックス株式会社の完全子会社となりました。

　

　

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成19年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 487,098 487,098 ―

端株 普通株式 0.49 ― ―

発行済株式総数 487,098.49― ―

総株主の議決権 ― 487,098 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。
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２ 【株価の推移】

当社の株式は非上場株式でありますので、該当事項はありません。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

役職の異動

　

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日

代表取締役 所長
最高経営責任者

代表取締役 所長
最高経営責任者 兼 
ディペンダブル・ネット
ワーク研究担当

藤　原　　洋 平成20年２月１日

取締役
IX技術戦略担当 兼
IS担当 兼 研究開発
担当 兼 CIO

取締役
IX技術戦略担当 兼
IS担当 兼 CIO

西　野　　大 平成20年２月１日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）及び前中間会計期間（平

成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会

計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）及び当中間会計期間（平成19年７月１日から平成

19年12月31日まで）は金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表並び

に中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。

　

３　平成19年６月期の中間連結財務諸表、連結財務諸表、中間財務諸表、財務諸表に関する事項

(1) 平成19年６月期の中間連結財務諸表ならびに連結財務諸表作成に関する事項

平成19年６月期の中間連結会計期間末まで当社の連結子会社であった㈱アイ・エックス・アイ（以下

ＩＸＩ）が、平成19年3月期の自社の中間決算に係る半期報告書を未提出のまま上場廃止となり、当社の

中間連結財務諸表ならびに連結財務諸表の基礎とすべき仮決算を行うことが困難な状況でありました。

従って、平成19年６月期の中間連結財務諸表においては、ＩＸＩの貸借対照表項目の期首残高について暫

定的に取崩す処理を行うとともに、ＩＸＩの損益の発生はないものとして取扱いました。また、ＩＸＩは

当中間連結会計期間末まで当社の連結子会社でありましたが、連結財務諸表においても、ＩＸＩの損益は

発生しないものとして取扱いました。

　なお、今後、ＩＸＩの決算が訂正された場合には、平成19年６月期の中間連結財務諸表ならびに連結財務

諸表が訂正される可能性がありますが、平成20年６月期の中間連結会計期間末において、状況に変化はあ

りません。

　

(2) 平成19年６月期の中間財務諸表ならびに財務諸表作成に関する事項

上記(1)に記載の通り、ＩＸＩが自らの半期報告書を未提出のまま上場廃止となり、株式の評価の基礎

となるＩＸＩの財政状態を把握できないという状況に鑑み、平成19年６月期の中間会計期間において、同

社株式の帳簿価額全額について評価損を計上いたしました。

従って、今後、ＩＸＩの決算が訂正された場合には、平成19年６月期に帰属すべき同社株式の評価損の金

額に関連して、平成19年6月期の中間財務諸表ならびに財務諸表が訂正される可能性がありますが、平成

20年６月期の中間会計期間末において、状況に変化はありません。
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１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

① 【中間連結貸借対照表】

　

前中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 5,772,050 6,598,853 4,872,048

　２　受取手形及び売掛金
※2,
3,4

2,133,080 1,871,863 2,883,129

　３　たな卸資産 722,284 567,684 583,728

　４　前払費用 1,742,028 ― 1,444,694

　５　その他 403,025 571,003 233,821

　　　貸倒引当金 △8,450 △8,428 △30,293

　　　流動資産合計 10,764,01852.3 9,600,97655.8 9,987,12953.3

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１ 653,1753.2 443,5042.6 647,2473.5

　２　無形固定資産

　　(1) のれん 1,843,129 1,562,338 1,678,903

　　(2) その他 143,525 159,124 123,423

　　　無形固定資産合計 1,986,6559.6 1,721,46210.0 1,802,3279.6

　３　投資その他の資産

　　(1) 投資有価証券 2,384,918 1,452,648 2,486,121

　　(2) 関係会社株式 3,151,292 3,227,448 3,200,134

　　(3) 差入保証金 ※４ 1,489,462 ― 538,318

　　(4) その他 171,247 774,078 84,062

　　　貸倒引当金 △8,582 △1,257 △8,053

　　　投資その他の資産
　　　合計

7,188,33734.9 5,452,91831.6 6,300,58333.6

　　　固定資産合計 9,828,16847.7 7,617,88544.2 8,750,15746.7

Ⅲ　繰延資産

　１　繰延資産 3,3690.0 ― ― ― ―

　　　資産合計 20,595,556100.0 17,218,862100.0 18,737,286100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末

(平成19年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　支払手形及び買掛金 ※３ 1,303,606 788,689 1,409,682

　２　短期借入金 ※４ 241,961 4,481,541 4,621,482

　３　賞与引当金 26,701 ― ―

　４　役員賞与引当金 9,500 ― 35,000

　５　その他の引当金 ― 49,050 48,671

　６　その他 1,131,601 976,749 1,000,049

　　　流動負債合計 2,713,37113.2 6,296,03136.6 7,114,88538.0

Ⅱ　固定負債

　１　社債 69,982 69,982 69,982

　２　新株予約権付社債 4,500,000 ― ―

　３　長期借入金 ※４ 986,041 4,500 8,980

　４　退職給付引当金 286,978 293,854 296,647

　５　役員退職慰労引当金 ― 22,111 22,111

　６　その他 45,699 11,884 14,532

　　　固定負債合計 5,888,70228.6 402,3322.3 412,2532.2

　　　負債合計 8,602,07341.8 6,698,36438.9 7,527,13940.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 9,457,23645.9 9,465,47355.0 9,465,47350.5

　２　資本剰余金 14,021,02768.0 14,022,34181.4 14,029,26374.9

　３　利益剰余金 △13,147,941△63.8 △14,782,209△85.8 △13,889,890△74.1

　４　自己株式 △8,007△0.0 ― ― △8,007△0.1

　　　株主資本合計 10,322,31550.1 8,705,60450.6 9,596,83951.2

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

11,6440.0 13,7980.1 3,5300.0

　２　為替換算調整勘定 13,9690.1 7,6840.0 18,5680.1

　　　評価・換算差額等
　　　合計

25,6130.1 21,4830.1 22,0980.1

Ⅲ　少数株主持分 1,645,5538.0 1,793,40910.4 1,591,2098.5

　　　純資産合計 11,993,48358.2 10,520,49861.1 11,210,14759.8

　　　負債純資産合計 20,595,556100.0 17,218,862100.0 18,737,286100.0
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② 【中間連結損益計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 7,360,5857,360,585100.06,324,1566,324,156100.015,354,10915,354,109100.0

Ⅱ　売上原価 5,922,8475,922,84780.54,903,0644,903,06477.512,030,54312,030,54378.4

　　　売上総利益 1,437,73819.5 1,421,09122.5 3,323,56521.6

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１ 2,450,05033.3 1,816,97328.7 4,699,81530.6

　　　営業損失 1,012,311△13.8 395,881△6.2 1,376,249△9.0

Ⅳ　営業外収益

　　受取利息及び配当金 2,404 6,342 18,702

　　持分法による投資利益 555,468 28,157 615,149

　　受取業務手数料 12,066 12,325 24,362

　　為替差益 2,041 7,874 ―

　　その他 53,476625,4568.5 11,09165,7911.0 85,024743,2394.8

Ⅴ　営業外費用

　　支払利息 21,316 62,108 68,893

　　社債発行費償却 3,369 ― 6,739

　　組合損失 20,804 17,034 35,811

　　支払手数料 19,878 27,104 43,426

　　その他 5,742 71,1100.9 2,425108,6731.7 36,954191,8251.2

　　　経常損失 457,966△6.2 438,763△6.9 824,834△5.4

Ⅵ　特別利益

　　貸倒引当金戻入益 3,659 21,362 4,376

　　投資有価証券売却益 97,662 154,560 97,662

　　関係会社株式売却益 754,541 652,663 764,537

　　関係会社持分変動益 ― 65,063 ―

　　その他 82,926938,78912.8 2,939896,58914.2 102,336968,9126.3

Ⅶ　特別損失

　　固定資産除却損 5,447 987 46,208

　　投資有価証券評価損 135,814 38,849 151,495

　　前払費用償却損 ― 1,128,800 ―

　　関係会社株式評価損 ― ― 14,380,332

　　㈱IXIに関する
　　貸借対照表項目残高
　　の暫定取崩損

※２ 14,380,332 ― ―

　　のれん償却費 1,082,211 ― 1,083,721

　　その他 51,02415,654,831212.7 20,7911,189,42718.8 170,57715,832,335103.1

　　　税金等調整前
　　　中間(当期)純損失

15,174,008△206.1 731,601△11.5 15,688,257△102.2

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

178,390 85,470 386,207

　　　法人税等調整額 70,115248,5063.4 13,12998,5991.6 50,469436,6772.8

　　　少数株主利益 99,8741.4 62,1181.0 139,4030.9

　　　中間(当期)純損失 15,522,389△210.9 892,319△14.1 16,264,338△105.9
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③ 【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,40412,500,4533,415,119 △7,623 25,352,353

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 12,832 1,520,574 ― ― 1,533,406

　剰余金の配当 ― ― △237,723 ― △237,723

　中間純損失 ― ― △15,522,389 ― △15,522,389

　自己株式の取得 ― ― ― △384 △384

　㈱IXIに関する利益剰余金、
　その他有価証券評価差額金
　及び為替換算調整勘定並び
　に少数株主持分の期首残高
　の暫定取崩高

※５ ― ― △802,947 ― △802,947

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

12,832 1,520,574△16,563,060 △384 △15,030,037

平成18年12月31日残高(千円) 9,457,23614,021,027△13,147,941 △8,007 10,322,315

　

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 37,155 10,723 47,878 7,578,71932,978,952

中間連結会計期間中の変動額

　新株の発行 ― ― ― ― 1,533,406

　剰余金の配当 ― ― ― ― △237,723

　中間純損失 ― ― ― ― △15,522,389

　自己株式の取得 ― ― ― ― △384

　㈱IXIに関する利益剰余金、
　その他有価証券評価差額金
　及び為替換算調整勘定並び
　に少数株主持分の期首残高
　の暫定取崩高

※５ △611 589 △22 △6,270,066△7,073,036

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

△24,899 2,656 △22,243 336,900 314,657

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

△25,511 3,246 △22,265 △5,933,166△20,985,469

平成18年12月31日残高(千円) 11,644 13,969 25,613 1,645,55311,993,483
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当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年６月30日残高(千円) 9,465,47314,029,263△13,889,890 △8,007 9,596,839

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― △892,319 ― △892,319

　自己株式の処分 ― △6,922 ― 8,007 1,084

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ― ―

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

― △6,922 △892,319 8,007 △891,235

平成19年12月31日残高(千円) 9,465,47314,022,341△14,782,209 ― 8,705,604

　

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日残高(千円) 3,530 18,568 22,098 1,591,20911,210,147

中間連結会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― ― ― △892,319

　自己株式の処分 ― ― ― ― 1,084

　株主資本以外の項目の中間連結
　会計期間中の変動額(純額)

10,268 △10,883 △614 202,200 201,585

中間連結会計期間中の変動額合計
(千円)

10,268 △10,883 △614 202,200 △689,649

平成19年12月31日残高(千円) 13,798 7,684 21,483 1,793,40910,520,498
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前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,40412,500,4533,415,119 △7,623 25,352,353

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 21,069 1,528,810 ― ― 1,549,879

　剰余金の配当 ― ― △237,723 ― △237,723

　当期純損失 ― ― △16,264,338 ― △16,264,338

　自己株式の取得 ― ― ― △384 △384

　子会社減少による異動 ― ― △802,947 ― △802,947

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

21,069 1,528,810△17,305,009 △384 △15,755,513

平成19年６月30日残高(千円) 9,465,47314,029,263△13,889,890 △8,007 9,596,839

　

評価・換算差額等
少数株主持分 純資産合計

その他有価証券
評価差額金

為替換算調整勘定
評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 37,155 10,723 47,878 7,578,71932,978,952

連結会計年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― ― 1,549,879

　剰余金の配当 ― ― ― ― △237,723

　当期純損失 ― ― ― ― △16,264,338

　自己株式の取得 ― ― ― ― △384

　子会社減少による異動 △611 589 △22 △6,270,066△7,073,036

　株主資本以外の項目の連結
　会計年度の変動額(純額)

△33,013 7,254 △25,758 282,556 256,797

連結会計年度中の変動額合計
(千円)

△33,625 7,844 △25,780 △5,987,510△21,768,804

平成19年６月30日残高(千円) 3,530 18,568 22,098 1,591,20911,210,147
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④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

　

前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　税金等調整前中間(当期)
　　　純利益

△15,174,008 △731,601 △15,688,257

　　　減価償却費 1,613,196 211,534 1,937,465

　　　引当金の増加額又は
　　　減少額(△)

△49,407 △55,167 47,866

　　　受取利息及び受取配当金 △2,404 △6,342 △18,702

　　　支払利息 21,316 62,108 68,893

　　　株式交付費 1,735 ― 2,315

　　　社債発行費償却 3,979 ― 7,349

　　　営業外支払手数料 19,878 27,104 43,426

　　　持分法による投資損失又は
　　　持分法による投資利益(△)

△555,468 △28,157 △615,149

　　　売上債権の減少額
　　　又は増加額(△)

1,122,682 914,439 324,888

　　　たな卸資産の減少額
　　　または増加額(△)

37,801 △56,513 176,678

　　　仕入債務の増加額
　　　又は減少額(△)

△793,866 △513,611 △693,988

　　　その他の流動資産の増加
　　　(△)又は減少

534,500 102,717 1,027,008

　　　その他の流動負債の増加
　　　又は減少(△)

△252,061 △44,006 △228,826

　　　㈱IXIに関する貸借対照表
　　　項目残高の暫定取崩損

14,380,332 ― ―

　　　その他の資金の増減を
　　　伴わない損益(純額)

※４ △719,235 334,396 13,799,945

　　　小計 188,970 216,900 190,911

　　　利息及び配当金の受取額 8,206 6,342 24,505

　　　利息の支払額 △27,872 △62,574 △75,826

　　　法人税等の支払額 △332,194 △96,184 △642,842

　　営業活動による
　　キャッシュ・フロー

△162,889 64,484 △503,251
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前中間連結会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △187,006 △106,874 △390,414

　　　固定資産の除却・売却によ
　　　る収入(△支出)

△20,309 △34 △28,747

　　　投資有価証券及び関連会社
　　　株式の取得による支出

△60,576 △215,000 △366,447

　　　連結範囲の変更を伴う子会
      社株式の取得による収入

※２ 230,581 ― 230,581

　　　連結範囲の変更を伴う子会
　　　社株式の取得による支出

※２ △190,869 ― △190,869

　　　連結範囲の変更を伴う子会
　　　社株式の売却による収入

※３ ― 796,720 ―

　　　投資有価証券及び関連会社
　　　株式売却代金の回収

1,235,878 1,578,934 1,277,715

　　　保証金の返還収入 ― ― 1,000,000

　　　その他の投資活動による純
　　　増減額

△51,259 △184,862 △36,809

　　投資活動による
　　キャッシュ・フロー

956,438 1,868,884 1,495,008

Ⅲ　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

　　　短期借入の純増減額 △123,880 △133,033 3,402,010

　　　長期借入金の返済による
　　　支出

△505,129 △11,388 △628,560

　　　社債の償還による支出 ― ― △4,500,000

　　　新株の発行による収入 23,928 ― 39,822

　　　自己株式取得による支出 △384 ― △384

　　　少数株主の払込による収入 38,241 3,282 39,329

　　　少数株主への配当金支払額 △17,336 △23,494 △17,336

　　　配当金の支払額 △237,723 ― △237,723

　　　その他の財務活動による純
　　　増減額

△19,878 △27,104 △43,426

　　財務活動による
　　キャッシュ・フロー

△842,161 △191,737 △1,946,267

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る
　　換算差額

2,957 △14,825 8,854

Ⅴ　現金及び現金同等物の
　　増加額又は減少額(△)

△45,655 1,726,805 △945,656

Ⅵ　現金及び現金同等物の
　　期首残高

14,940,408 4,872,048 14,940,408

Ⅶ　連結除外に伴う現金及び
　　現金同等物の減少額

― ― 9,122,703

Ⅷ　㈱IXIに関する現金及び
　　現金同等物期首残高の
　　暫定取崩高

※５ 9,122,703 ― ―

Ⅸ　現金及び現金同等物の
　　中間期末(期末)残高

※１ 5,772,050 6,598,853 4,872,048
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項(1) 連結子会社の数 23社 (1) 連結子会社の数 16社 (1) 連結子会社の数 23社

主要な連結子会社名

１ IRI USA, Inc.

２ ㈱アイ・アール・アイ
コマースアンドテクノ
ロジー

３ ㈱IRIユビテック

４ ファイバーテック㈱

５ ㈱プロデュース・
オン・デマンド

６ IRI Finance and
Technology Asia Ltd.

７ ㈱アイ・エックス・
アイ※３

８ ㈱イード

９ セーバー㈱※１

10グローバルナレッジ
ネットワーク㈱※２

※１　セーバー㈱は、当中間連結会

計期間に株式交換により発行

済株式の100％を取得し連結

子会社と致しました。

※２　グローバルナレッジネット

ワーク㈱は、当中間連結会計

期間に新株予約権を行使する

ことにより当社が発行済株式

の73.12％を取得したことか

ら連結子会社と致しました。

※３　㈱アイ・エックス・アイに

関する取扱いは、「第５［経

理の状況］－３　平成19年６

月期の中間連結財務諸表、連

結財務諸表、中間財務諸表、財

務諸表に関する事項－(1)平

成19年６月期の中間連結財務

諸表ならびに連結財務諸表に

関する事項」に記載のとおり

であります。

主要な連結子会社名

１ IRI USA, Inc.

２ ㈱アイ・アール・アイ
コマースアンドテクノ
ロジー

３ ㈱ユビテック（旧㈱IRI

ユビテック）

４ ファイバーテック㈱

※１

５ ㈱プロデュース・
オン・デマンド

６ IRI Finance and
Technology Asia Ltd.

７ ㈱イード

８ セーバー㈱

９ グローバルナレッジ
ネットワーク㈱

※１　ファイバーテック㈱

は、当中間連結会計期間に所

有株式を全て譲渡し、子会社

ではなくなりました。

主要な会社名
・㈱アイ・アール・アイコ
マースアンドテクノロ
ジー

・㈱IRIユビテック

・ファイバーテック㈱

・㈱プロデュース・
オン・デマンド

・IRI Finance and 

　Technlogy Asia Ltd.

・㈱アイ・エックス・
アイ※３

・㈱イード

・セーバー㈱※１

・グローバルナレッジ
ネットワーク㈱※２

※１　セーバー㈱は、当連結会計年

度に株式交換により発行済株

式の100％を取得し連結子会

社と致しました。

※２　グローバルナレッジネット

ワーク㈱は、当連結会計年度

に新株予約権を行使すること

により当社が発行済株式の

73.12％を取得したことから

連結子会社と致しました。

※３　㈱アイ・エックス・アイに

関する取扱いは、「第５［経

理の状況］－３　平成19年６

月期の中間連結財務諸表、連

結財務諸表、中間財務諸表、財

務諸表に関する事項－(1)平

成19年６月期の中間連結財務

諸表ならびに連結財務諸表に

関する事項」に記載のとおり

であります。

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(2) 非連結子会社名

会社名

㈱インターネット・
ジーアイエス

(2) 非連結子会社名

会社名

Ubiteq Solutions
Vietnam,Ltd.

(2) 非連結子会社名

会社名

㈱インターネット・
ジーアイエス※１

Ubiteq Solutions
Vietnam,Ltd.

※１　㈱インターネット
・ジーアイエスは、当連
結会計年度に精算致し
ました。

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

連結の範囲から除いた理由

同左

連結の範囲から除いた理由

非連結子会社の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰

余金等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないためであります。

EDINET提出書類

株式会社インターネット総合研究所(E05061)

半期報告書

23/84



２　持分法の範囲に関する事項(1) 持分法適用の非連結子会社数

１社

会社名

㈱インターネット・
ジーアイエス

(1) 持分法適用の非連結子会社数

－社

(1) 持分法適用の非連結子会社数

１社

会社名

㈱インターネット・
ジーアイエス※１
※１　㈱インターネット
・ジーアイエスは、当連
結会計年度に精算致し
ました。

(2) 持分法適用の
関連会社数

 
９社

(2) 持分法適用の
関連会社数

 
６社

(2) 持分法適用の
関連会社数 11社

主な会社名

１ ㈱ベルハート

２
　
モバイル・インター
ネットキャピタル㈱

３
　
上海佳路技術発展
有限公司

４
　
日本インターネット
エクスチェンジ㈱

５
 
㈱ブロードバンド
タワー

主な会社名

１ モバイル・インター

ネットキャピタル㈱

２
　
日本インターネット
エクスチェンジ㈱

３
　
㈱ブロードバンド
タワー

　

主要な会社名

・㈱ベルハート※１

・モバイル・インター
  ネットキャピタル㈱

・上海佳路技術発展
  有限公司※２

・日本インターネット
  エクスチェンジ㈱

・㈱ブロードバンド
  タワー

※１　㈱ベルハートは、当連結会計

年度に当社持分を全て譲渡し

関連会社ではなくなりまし

た。

※２　上海佳路技術発展有限公司

は、当連結会計年度に当社持

分を全て譲渡し関連会社では

なくなりました。

(3) 　持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異

なる会社については、各社の

中間会計期間に係る中間財務

諸表を使用しております。

(3) 　　　同左 (3) 　持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社

については、各社の事業年度

に係る財務諸表を使用してお

ります。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

３　連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項

　連結子会社の中間決算日が

中間連結決算日と異なる会社

は次のとおりであります。

　連結子会社の中間決算日が

中間連結決算日と異なる会社

は次のとおりであります。

　連結子会社の決算日が連結

決算日と異なる会社は次のと

おりであります。

主要な会社名
中間
決算日

㈱プロデュース・
オン・デマンド

６／30

IRI Finance and 
Technology Asia 
Ltd.

６／30

㈱アイ・
エックス・アイ

９／30

㈱イード ９／30

主要な会社名
中間
決算日

㈱プロデュース・
オン・デマンド

６／30

IRI Finance and 
Technology Asia 
Ltd.

６／30

主要な会社名 決算日

㈱プロデュース・
オン・デマンド

12／31

IRI Finance and 
Technology Asia 
Ltd.

12／31

㈱アイ・
エックス・アイ

３／31

　中間連結財務諸表を作成す

るにあたっては、中間連結決

算日現在で中間決算に準じた

仮決算を行なった中間財務諸

表を基礎としております。

　中間連結財務諸表を作成す

るにあたっては、中間連結決

算日現在で中間決算に準じた

仮決算を行なった中間財務諸

表を基礎としております。

　連結財務諸表を作成するに

あたっては、連結決算日現在

で決算に準じた仮決算を行

なった財務諸表を基礎として

おります。

　なお、前連結会計年度仮決算

を行なっていた㈱イードは、

決算期を変更し、差異は解消

いたしました。
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

４　会計処理基準に関する事項(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…　中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額は

全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定している。)

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

…　決算期末日の市場価格に基

づく時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定している。)

時価のないもの

…移動平均法による原価法

　なお、投資事業組合について

は、組合財産の持分相当額を

出資金として計上し、組合契

約に規定される決算報告に基

づく純損益の持分相当額を当

期の損益として計上する方法

(純額方式)によっておりま

す。

時価のないもの

同左

時価のないもの

同左

② たな卸資産

商品・製品・原材料：主に総平

均法による原価法

仕掛品：主に個別法による原価

法

貯蔵品：主に総平均法による原

価法

② たな卸資産

同左

② たな卸資産

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産

…定率法

　主な耐用年数は以下のとお

りです。

建物及び構築物
　　　　　　３～31年

機械装置及び運搬具
　　　　　　６～10年

工具器具備品
　　　　　　３～15年

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産：

減価償却方法と主な償却年数

は以下のとりであります。

建物及び構築物
　主として定率法
　(10～31年)　

機械装置及び運搬具
　定率法(10年)　

工具器具備品
　定率法(４～15年)　

　なお、平成19年4月１日以降

の取得のものについて、一部

の子会社では改正後の法人税

法に基づく定率法を採用して

おります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

① 有形固定資産：

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

② 無形固定資産

…定額法

　主な耐用年数は以下のとお

りです。

のれん　　　１～20年

自社利用ソフトウェア

　　　　　　　　５年

② 無形固定資産

減価償却方法と主な償却年数

は以下のとおりであります。

のれん

　定額法(１～20年)

ソフトウェア

② 無形固定資産：

同左

　自社利用ソフトウェアにつ

いては、利用可能期間に基づ

く定額法(５年)

(3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費…

　支出時に全額費用として処

理しております。

(3) 重要な繰延資産の処理方法

株式交付費…

同左

　　　

(3) 重要な繰延資産の処理方法

新株交付費…

同左

　　　

社債発行費…

　社債発行費は、３年間で毎期

均等額を償却しております。

　　―――― 社債発行費…

　社債発行費は、３年間で毎期

均等額を償却しております。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しておりま

す。

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

(4) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

同左

② 賞与引当金

　従業員への賞与支給に備え

るため、支給見込額に基づき

計上しております。

② 賞与引当金

同左

② 賞与引当金

同左

③ 返品調整引当金

　製品の返品による損失に備

えるため、過去の返品実績率

に基づく返品損失見込額を計

上しております。

③ 返品調整引当金

同左

③ 返品調整引当金

同左

④ 　　―――― ④ 受注損失引当金

　受注契約に係る将来の損失

に備えるため、発生原価見込

額が受注額を超過する見込が

高いものについて、損失見込

額を計上しております。

④ 受注損失引当金

同左
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項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

⑤ 　　―――― ⑤ ポイント引当金

　インセンティブ目的でポイ

ントを付与する取引につい

て、ポイント利用に備えるた

め、将来における利用見込額

を計上しております。

⑤ ポイント引当金

同左

⑥ 　　―――― ⑥ アフターサービス

引当金

　製品販売後の無償サービス

義務が発生する可能性のある

取引について、過去の発生実

績率に基づく見積額を計上し

ております。

⑥ アフターサービス

引当金

同左

⑦ 退職給付引当金

　退職給付制度を導入してい

る子会社については、従業員

の退職給付に備えるため、当

中間連結会計期間末において

発生していると認められる額

を計上しております。

⑦ 退職給付引当金

同左

⑦ 退職給付引当金

　退職給付制度を導入してい

る子会社については、従業員

の退職給付に備えるため、連

結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額

に基づき、連結会計年度末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。

⑧ 役員賞与引当金

　役員賞与支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上して

おります。

⑧ 役員賞与引当金

同左

⑧ 役員賞与引当金

同左

⑨ 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金について内

規による定めのある子会社で

は、役員の退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上しており

ます。

⑨ 役員退職慰労引当金

同左

⑨ 役員退職慰労引当金

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なリース取引の処理方法

同左

　

項目
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)
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(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

　　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。なお、

仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

(6) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

同左

 

    なお、資産に係る控除対象

外消費税等は、発生事業年度

の費用として処理しておりま

す。

(6) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

　　消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。

  

　　なお、資産に係る控除対象外

消費税等は、発生事業年度の

費用として処理しておりま

す。

５　中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)にお

ける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金および現金同等物)は、手許

現金、随時引出可能な預金及

び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資を範囲とし

ております。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金およ

び現金同等物)は、手許現金、

随時引出可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する

短期投資を範囲としておりま

す。
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(1) 貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等

　　　当中間連結会計期間は「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会　平成17年12月９

日　企業会計基準第５号)及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準

適用指針第８号)を適用しております。

　　　これによる損益に与える影響はなく、ま

た、従来の資本の部に相当する金額は、

10,347,929千円であります。

(1) 　　　――――― (1) 　　　―――――

(2) 自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準等の一部改正

　　　当中間連結会計期間は、改正後の「自己

株式及び準備金の額の減少等に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　最終

改正平成17年12月27日　企業会計基準

第１号)及び「自己株式及び準備金の

額の減少等に関する会計基準の適用指

針(企業会計基準委員会　最終改正平成

17年12月27日　企業会計基準適用指針

第２号)を適用しております。

　　　これによる損益に与える影響はありま

せん。なお、中間連結貸借対照表の表示

について、当中間連結会計期間は、中間

連結財務諸表規則の改正により、改正

後の規則を適用しております。

(2) 　　　――――― (2) 　　　―――――
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(3) ストックオプション等に関する会計基

準等

　　　当中間連結会計期間は「ストックオプ

ション等に関する会計基準(企業会計

基準委員会　平成17年12月27日　企業会

計基準第８号)」及び「ストックオプ

ション等に関する会計基準の適用指針

(企業会計基準委員会　平成17年12月27

日　企業会計基準適用指針第11号)」を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。

(3) 　　　――――― (3) 　　　―――――

(4) 企業結合に係る会計基準

　　　当中間連結会計期間より「企業結合に

係る会計基準(企業会計審議会　平成15

年10月31日)」及び「事業分離等に関

する会計基準(企業会計基準第７号　平

成17年12月27日)」並びに「企業結合

会計基準及び事業分離等会計基準に関

する適用指針(企業会計基準適用指針

第10号　平成17年12月27日)」を適用し

ております。これにより損益に与える

影響はありません。

(4) 　　　――――― (4) 企業結合に係る会計基準

　　　当連結会計年度から「企業結合に係る

会計基準(企業会計審議会　平成15年10

月31日)」及び「事業分離等に関する

会計基準(企業会計基準第７号　平成17

年12月27日)」並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針(企業会計基準適用指針第10

号　最終改正平成18年12月22日)」を適

用しております。これによる損益に与

える影響はありません。

(5) 　　　――――― (5) 法人税法改正にともなう減価償却資産

の償却方法の変更について

　　　法人税法(所得税等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号およ

び法人税法施行令を改正する政令　平

成19年３月30日　政令第83号)に伴い、

平成19年４月１日以降に取得した減価

償却資産について、改正後の償却方法

へ変更した子会社がありますが、これ

に伴う損益への影響は軽微でありま

す。

(5) 法人税法改正にともなう減価償却資産

の償却方法の変更について

　　　法人税法(所得税等の一部を改正する法

律　平成19年３月30日　法律第６号およ

び法人税法施行令を改正する政令　平

成19年３月30日　政令第83号)に伴い、

平成19年４月１日以降に取得した減価

償却資産について、改正後の償却方法

へ変更した子会社がありますが、これ

に伴う損益への影響は軽微でありま

す。
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表示方法の変更

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

(中間連結貸借対照表)

　　「営業権」、「連結調整勘定」は、改正後の中間連結財務諸

表等規則の適用に伴い、当中間連結会計期間末日残高につ

いて「営業権」と「連結調整勘定」を合算して「のれん」

と表示しております。なお、当中間連結会計期間末日におけ

る従来の「営業権」、「連結調整勘定」に相当する金額は、

それぞれ以下のとおりです。

営業権 35,247千円

連結調整勘定 1,807,881千円

　　投資その他の資産「差入保証金」(前中間連結会計期間末

日残高1,412,607千円)は、前中間連結期間末では投資その

他の資産「その他」に含めておりましたが、当中間連結会

計期間末日残高が総資産額の100分の５を超えたため区分

掲記いたしました。

(中間連結貸借対照表)

　　流動資産「前払費用」(当中間連結会計期間末日残高

193,000千円)は、当中間連結会計期間末日残高が資産の総

額の100分の５以下であるため、流動資産「その他」に含め

て表示しております。　

　　投資その他の資産「差入保証金」(当中間連結会計期間末

日残高629,010千円)は、当中間連結会計期間末日残高が資

産の総額の100分の５以下であるため、投資その他の資産

「その他」に含めて表示しております。　

　　流動負債「賞与引当金」(当中間連結会計期間末日残高

19,247千円)は、当中間連結会計期間末日残高が負債及び純

資産額の100分の１以下であるため「その他の引当金」に

含めて表示しております。

(連結キャッシュフロー計算書)

　　当中間会計期間より、「連結調整勘定償却費」は、「営業権

償却費」とあわせて「減価償却費」に含めて表示しており

ます。なお、当中間連結会計期間の減価償却費に含まれる

「連結調整勘定償却費」及び「営業権償却費」は以下のと

おりです。

営業権償却費 5,682千円

連結調整勘定償却費 1,495,198千円

　　流動負債「返品調整引当金」(当中間連結会計期間末日残

高698千円)、「受注損失引当金」(当中間連結会計期間末日

残高6,481千円)、「ポイント引当金」(当中間連結会計期間

末日残高19,924千円)、「アフターサービス引当金」(当中

間連結会計期間末日残高2,700千円)は、それぞれ当中間連

結会計期間末日残高が負債及び純資産額の100分の１以下

であるため「その他の引当金」に含めて表示しておりま

す。なお、「返品調整引当金」、「受注損失引当金」、「ポイ

ント引当金」、「アフターサービス引当金」は、前中間連結

会計期間末日に残高はありません。
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注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

　
前中間連結会計期間末
(平成18年12月31日)

当中間連結会計期間末
(平成19年12月31日)

前連結会計年度末
(平成19年６月30日)

※１　減価償却

　累計額 877,340千円

※１　減価償却

　累計額 885,162千円

※１　減価償却

　累計額 891,462千円

※２　割引手形 40,297千円 ※２　――――　 ※２　――――　

※３　中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理

　手形交換日をもって決済処理するこ

とにより、中間連結会計期間末日の受

取手形及び支払手形の残高に含まれる

期末日満期手形の金額は、以下のとお

りであります。

受取手形 454千円

支払手形 50,329千円

　なお、満期日に決済処理し、中間連結

会計期間末日の受取手形及び支払手形

の残高から除いた期末日満期手形の残

高はありません。

※３　中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理

　手形交換日をもって決済処理するこ

とにより、中間連結会計期間末日の受

取手形及び支払手形の残高に含まれる

期末日満期手形の金額は、以下のとお

りであります。

支払手形 39,781千円

　なお、満期日に決済処理し、中間連結

会計期間末日の受取手形及び支払手形

の残高から除いた期末日満期手形の残

高はありません。

※３　期末日満期手形の会計処理

　手形交換日をもって決済処理するこ

とにより、連結会計年度末日の受取手

形及び支払手形の残高に含まれる期末

日満期手形の金額は、以下のとおりで

あります。

支払手形 45,222千円

　なお、満期日に決済処理し、連結会計

年度末日の受取手形及び支払手形の残

高から除いた期末日満期手形の残高は

ありません。

　

※４　担保提供資産

売掛金及び
受取手形(注)

84,338千円

差入保証金 104,962千円

対応債務

長期借入金 1,178,571千円

(注)リース債務に対するものであります。

※４　担保提供資産

売掛金及び
受取手形(注)

81,761千円

差入保証金 104,962千円

対応債務

短期借入金 964,285千円

(注)リース債務に対するものであります。

※４　担保提供資産

売掛金及び
受取手形
注１

89,562千円

関係会社
株式 注２

1,639,243千円

差入保証金 104,962千円

対応債務

短期借入金 4,597,318千円

注１　リース債務に対するものであります。

注２　内訳は以下の通りであります。

　㈱IRIユビテック 14,350株

　㈱ブロードバンド
　　タワー

37,300株

　なお、子会社㈱IRIユビテックの帳簿

価額は、連結決算上、資本項目と相殺消

去されております。
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(中間連結損益計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

※１　販売費および一般管理費の主なもの※１　販売費および一般管理費の主なもの※１　販売費および一般管理費の主なもの

給与 647,192千円

のれん償却費 416,911千円

給与 541,544千円 役員報酬 484,870千円

給与 1,263,638千円

のれん償却費 613,531千円

※２　「第５［経理の状況］－３　平成19年６

月期の中間連結財務諸表、連結財務諸

表、中間財務諸表、財務諸表に関する事

項－(1)平成19年６月期の中間連結財

務諸表ならびに連結財務諸表に関する

事項」に記載のとおり、IXIに関する貸

借対照表項目の期首残高を暫定的に取

崩処理を行ったものであります。

※２　――――　 ※２　――――　
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(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 475,511.49 11,135 ― 486,646.49

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　新株発行による増加　　　　　　　 11,135株

　　(うち、株式交換による新株発行　10,327株)

　　(うち、ストックオプション行使　　 808株)

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 65.37 3.00 ― 68.37

　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　端株の買取りによる増加　　　　　　 3.00株

　
３　新株予約権等に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株) 当中間連結
会計期間末
残高(千円)

前連結会計
年度末

当中間連結
会計期間増加

当中間連結
会計期間減少

当中間連結
会計期間末

提出会社
新株予約権

注１
普通株式 35,230 ― ― 35,230 ―

35,230 ― ― 35,230 ―

(注) １　全て、平成16年12月１日に発行した円貨建転換社債型新株予約権付社債に係るものであります。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年９月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 237,723 500平成18年６月30日 平成18年９月27日

　
　(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間末後となるもの。

該当事項はありません。
　
※５　「第５［経理の状況］－３　平成19年６月期の中間連結財務諸表、連結財務諸表、中間財務諸表、財務諸

表に関する事項－(1)平成19年６月期の中間連結財務諸表ならびに連結財務諸表に関する事項」に記

載のとおり、IXIに関する利益剰余金、その他有価証券評価差額金及び為替換算調整勘定並びに少数株

主持分の期首残高を、暫定的に取崩処理を行ったものであります。

　

EDINET提出書類

株式会社インターネット総合研究所(E05061)

半期報告書

35/84



当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 487,098.49 ― ― 487,098.49

　
　

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 68.37 ― 68.37 ―

　
（変動事由の概要）

減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　株式交換による自己株式の処分　 　 68.37株

　

　
３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
　
　(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後とな

るもの

該当事項はありません。
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前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 475,511.49 11,587.00 ― 487,098.49

　
変動事由の概要

　増加数の主な内容は、次のとおりであります。

　　新株発行による増加　　　　　　　　　　 11,587.00株

　　　(うち、新株予約権付社債の権利行使　  10,327.00株)

　　　(うち、ストックオプションの行使　　　 1,260.00株)

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 65.37 3.00 ― 68.37

　
変動事由の概要

　増加数の主な内容は、次のとおりであります。

　　端株の買取による増加　　　　　　　　　　  　3.00株

　
３　新株予約権等に関する事項

区分
新株予約権
の内訳

新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 連結会計
年度末残高
（千円）前連結会計年

度末
当連結会計期
間増加

当連結会計　
期間減少

当連結会計　
年度末

提出会社　　　
（親会社）

新株予約権　
　注１

普通株式 35,230 ― 35,230 ― ―

連結子会社 ―

35,230 ― 35,230 ― ―

(注) １　平成16年12月１日に発行した円貨建転換社債型新株予約権付社債に係るものであり、当連結会計年度中に全て

償還いたしました。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年９月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 237,723 500
平成18年
６月30日

平成18年
９月27日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に記載されている

科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に記載されている科目の金

額との関係

現金及び
預金勘定

5,772,050千円

計 5,772,050千円

預入期間が
３ヶ月を
超える
定期預金

―千円

現金及び
現金同等物

5,772,050千円

現金及び
預金勘定

6,598,853千円

計 6,598,853千円

預入期間が
３ヶ月を
超える
定期預金

―千円

現金及び
現金同等物

6,598,853千円

現金及び
預金勘定

4,872,048千円

計 4,872,048千円

預入期間が
３ヶ月を
超える
定期預金

―千円

現金及び
現金同等物

4,872,048千円

　※２　株式の取得により、連結子会社となった

会社の資産負債の内訳

※２　――――　 ※２　株式の取得により、連結子会社となった

会社の資産・負債の内訳

・セーバー㈱及びその子会社１社

流動資産 205,621千円

のれん 1,298,654千円

その他の
固定資産

49,679千円

流動負債 △46,213千円

小計 1,507,742千円

株式交換 △1,507,742千円

取得支出
総額

―千円

現金及び
現金同等物

△122,997千円

取得による
収入

122,997千円

　

・セーバー㈱及びその子会社１社

流動資産 205,621千円

のれん 1,298,654千円

その他の
固定資産

49,679千円

流動負債 △46,213千円

小計 1,507,742千円

株式交換 △1,507,742千円

取得支出
総額

―千円

現金及び
現金同等物

△122,997千円

取得による
収入

122,997千円

・グローバルナレッジネットワーク㈱

流動資産 1,088,440千円

のれん 1,697,240千円

その他の
固定資産

220,644千円

繰延資産 70,827千円

流動負債 △1,020,268千円

固定負債 △1,406,881千円

小計 650,003千円

予約権行使 △650,003千円

取得支出
総額

―千円

現金及び
現金同等物

△107,583千円

取得による
収入

107,583千円

・グローバルナレッジネットワーク㈱

流動資産 1,088,440千円

のれん 1,697,240千円

その他の
固定資産

220,644千円

繰延資産 70,827千円

流動負債 △1,020,268千円

固定負債 △1,406,881千円

小計 650,003千円

予約権行使 △650,003千円

取得支出
総額

―千円

現金及び
現金同等物

△107,583千円

取得による
収入

107,583千円

　

前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)
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・㈱日本エンジニアリングシステム

流動資産 497,946千円

のれん 76,033千円

その他の
固定資産

56,943千円

流動負債 △251,224千円

固定負債 △53,701千円

少数株主
持分

△12,498千円

取得支出
総額

313,500千円

現金及び
現金同等物

△122,630千円

取得による
支出

△190,869千円

　

・㈱日本エンジニアリングシステム

流動資産 497,946千円

のれん 76,033千円

その他の
固定資産

56,943千円

流動負債 △251,224千円

固定負債 △53,701千円

少数株主
持分

△12,498千円

取得支出
総額

313,500千円

現金及び
現金同等物

△122,630千円

取得による
支出

△190,869千円

※３　　――――　 ※３　株式の売却により、連結子会社ではなく

なった会社の資産負債の内訳　

・ファイバーテック㈱

流動資産 277,187千円

固定資産 185,655千円

流動負債 △145,448千円

固定負債 △1,579千円

　小計 315,815千円

現金及び
現金同等物

△38,033千円

関係会社
株式売却益

518,938千円

売却による
収入

796,720千円

※３　　――――　

※４　その他、資金の増減を伴わない損益(純

額)の主な内容

関係会社
株式売却益

△754,541千円

社債
転換差益

△52,028千円

関係会社
持分変動損

26,929千円

投資有価
証券売却益

△97,662千円

投資有価
証券評価損

135,814千円

組合損失 20,804千円

その他 1,447千円

※４　その他、資金の増減を伴わない損益(純

額)の主な内容

関係会社
株式売却益

△652,663千円

投資有価
証券売却益

△154,560千円

関係会社
持分変動益

△65,063千円

前払費用償
却損

1,128,800千円

投資有価
証券評価損

38,849千円

組合損失 17,034千円

その他 22,000千円

※４　その他、資金の増減を伴わない損益(純

額)の主な内容

関係会社
株式売却益

△764,537千円

投資有価証
券売却益

△97,662千円

社債発行差
金戻入益

△52,028千円

関係会社株
式評価損

14,380,332千円

投資有価
証券評価損

151,495千円

減損損失 85,446千円

関係会社株
式持分変動
損

36,908千円

組合損失 35,811千円

固定資産
除却損

27,452千円

前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)
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※５　「第５［経理の状況］－３　平成19年６

月期の中間連結財務諸表、連結財務諸

表、中間財務諸表、財務諸表に関する事

項－(1)平成19年６月期の中間連結財

務諸表ならびに連結財務諸表に関する

事項」に記載のとおりであります。IXI

に関する現金及び現金同等物の期首残

高を、暫定的に取崩処理を行ったもの

であります。

※５　――――　 ※５　――――　

前へ　　　次へ
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(リース取引関係)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　リース物件の所有権が借主に

　移転すると認められるもの以外

　のファイナンス・リース

１　リース物件の所有権が借主に

　移転すると認められるもの以外

　のファイナンス・リース

１　リース物件の所有権が借主に

　移転すると認められるもの以外

　のファイナンス・リース

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間連結会計期間

末残高相当額

有形
固定資産
(千円)

無形
固定資産
(千円)

合計
(千円)

取得価額
相当額

842,44422,522864,966

減価償却
累計額
相当額

312,40618,232330,639

中間連結
会計期間
末残高
相当額

530,0374,289534,327

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間連結会計期間

末残高相当額

有形
固定資産
(千円)

その他の
無形
固定資産
(千円)

合計
(千円)

取得価額
相当額

791,45820,370811,828

減価償却
累計額
相当額

434,83912,448447,288

中間連結
会計期間
末残高
相当額

356,6187,921364,539

　

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額

工具
器具
備品
(千円)

機械
装置
および
運搬具
(千円)

ソフト
ウェア
(千円)

合計
(千円)

取得
価額
相当額

775,56426,64716,788818,999

減価
償却
累計額
相当額

344,70417,05213,924375,681

期末
残高
相当額

430,8599,5942,863443,318

(2) 未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額

１年内 206,622千円

１年超 344,122千円

合計 550,744千円
　

(2) 未経過リース料中間連結会計期間末残

高相当額

１年内 175,640千円

１年超 206,303千円

合計 381,943千円
　

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 197,979千円

１年超 265,033千円

合計 463,012千円

　　　リース資産減損勘定の残高
　　　　　　　　　　　　　860千円
　(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

支払リース料 119,010千円

減価償却費
相当額

106,898千円

支払利息
相当額

16,163千円

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

支払リース料 114,532千円

減価償却費
相当額

103,196千円

支払利息
相当額

10,999千円

　

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額

支払リース料 241,502千円

減価償却費
相当額

217,178千円

支払利息
相当額

30,067千円

減損損失 850千円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(4) 減価償却費相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期への配分方法は利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

２　　　――――― ２　オペレーティングリース取引

　　　未経過リース料

１年内 14,793千円

１年超 ―千円

合計 14,793千円

２　　　―――――

　

前へ　　　次へ
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(有価証券関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

１　時価のある有価証券

　

区分 前中間連結会計期間(平成18年12月31日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額
(千円)

　①　株式 200,586 130,659 △69,927

合計 200,586 130,659 △69,927

　

２　時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く)

　

区分
前中間連結会計期間
(平成18年12月31日)

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

　①　非上場株式 1,651,290

　②　組合契約出資持分 602,968

合計 2,254,259

　

当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

１　時価のある有価証券

　

区分 当中間連結会計期間(平成19年12月31日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

中間連結貸借
対照表計上額(千円)

差額
(千円)

　①　株式 43,937 38,820 △5,116

合計 43,937 38,820 △5,116

　

２　時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く)

　

区分
当中間連結会計期間
(平成19年12月31日)

その他有価証券
中間連結貸借対照表計上額

(千円)

　①　非上場株式 694,163

　②　組合契約出資持分 719,665

合計 1,413,828
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前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　時価のある有価証券

　

区分 前連結会計年度(平成19年６月30日)

その他有価証券
取得原価
(千円)

連結貸借対照表計上額
(千円)

差額
(千円)

　①　株式 240,996 60,175 △180,821

合計 240,996 60,175 △180,821

　

２　時価評価されていない主な有価証券(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く)

　

区分
前連結会計年度
(平成19年６月30日)

その他有価証券
連結貸借対照表計上額

(千円)

　①　非上場株式 1,717,910

　②　組合契約出資持分 708,035

合計 2,425,946

　

(デリバティブ取引関係)

前中間連結会計期間末、当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末において、注記すべき残高はありませ

ん。

　

　

(ストック・オプション等関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間に付与したストックオプションはありません。

 

当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

当社は、平成19年11月１日付で株式交換によりオリックス㈱の完全子会社となり、当社が発行していたス

トックオプションのうち権利行使されていないものについては、株式交換効力発生日前までに権利者が放

棄し、全て消滅いたしました。なお、消滅に関連して当中間連結会計期間に利益として計上した金額はあり

ません。

　また、当中間連結会計期間に当社および連結子会社が、新たに付与したストックオプションはありません。
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前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　ストックオプションの内容、規模

(1) 提出会社(当社)

決議年月日(株主
総会)

平成11年10
月28日

平成13年
４月26日

平成14年
３月15日

平成14年
９月20日

平成14年
９月20日

平成15年
９月18日

平成15年
９月18日

平成16年
９月22日

平成17年
９月22日

平成17年
９月22日

付与対象者
の区分及び人数
(名)
(注)２

取締役 6

従業員 32

取締役 2

従業員 43

取締役 5

従業員 59

取締役 3

従業員 72

監査役 1

関係会
社の取
締役 2

関係会
社の従
業員 10

従業員 12取締役 10

従業員 69

取締役 10

従業員 54

監査役 4

取締役 10

従業員 18

監査役 4

取締役 10

従業員 16

監査役 4

従業員 8

目的となる株式
の種類(株)

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数(個)
(注)２

― ― ― 332 62 992 400 920 765 32

付与数(株)
(注)２

1,309 303 538 332 62 992 800 920 765 32

付与日
平成11年11
月５日

平成13年
５月15日

平成14年
３月29日

平成14年
10月２日

平成15年
２月18日

平成15年
10月１日

平成16年
３月４日

平成16年
11月10日

平成17年
12月15日

平成18年
４月25日

権利確定
条件

― ― ― ― ― ― ― ― (注)３ (注)３

対象勤務
期間

― ― ― ― ― ― ― ―

平成17年12
月15日
～

平成19年12
月１日
(注)３

平成18年
4月25日
～

平成20年
５月１日
(注)３

権利行使
期間

平成13年11
月１日
～

平成18年10
月31日

平成15年
６月１日
～

平成23年
４月25日

平成16年
５月１日
～

平成21年
４月30日

平成16年
11月１日
～

平成21年
10月31日

平成17年
４月１日
～

平成22年
３月31日

平成16年
４月１日
～

平成22年
10月31日

平成16年
10月１日
～

平成23年
４月30日

平成17年
４月１日
～

平成23年
11月30日

平成18年
４月１日
～

平成24年
11月30日

平成18年
11月１日
～

平成25年
４月30日

権利行使
価格(円)
(注)４

8,334254,31351,89522,94826,000108,750116,382117,400166,000142,000

行使時
平均株価(円)

155,857 ― 156,512143,691153,482137,064118,909 ― ― ―

付与日における
公正な評価単価
(円)

― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(注) １　全て、「ストックオプション等に関する会計基準」の適用開始前に付与されたものであります。なお当社は、平

成19年11月１日付をもってオリックス㈱の完全子会社となる予定であり、効力発生日前までに、権利行使され

ていないストックオプション全てを放棄、無償取得等の方法により消滅させる予定であります。

２　付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。

３　新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には勤

務条件が付されているものとみなしております。

４　権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の行使価格を記載し

ております。
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(2) 連結子会社

①(株)IRIユビテック(公開企業)

決議年月日
(株主総会)

平成16年
６月14日

平成16年
９月16日

平成16年
12月１日

平成17年
９月16日

平成17年
９月16日

付与対象者の
区分及び人数(名)
(注)２

取締役 5

監査役 2

従業員 97

取締役 10

監査役 3

従業員 14

従業員 97 取締役 5

監査役 1

従業員 18

従業員 8

目的となる
株式の種類(株)

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数(個)
(注)２

894 398 400 449 151

付与数(株)
(注)２

44,700 19,900 20,000 449 151

付与日
平成16年
7月23日

平成16年
11月26日

平成17年
２月18日

平成17年
11月30日

平成18年
４月28日

権利確定条件 (注)３ (注)３ (注)３ (注)３ (注)３

対象勤務期間
平成16年７月23日　～
　　　　　　　　平成18年６

月30日

平成16年11月26日　　　
～　　　　　　　　　平成18年

9月30日

平成17年２月18日　～
　　　　　　　　　　平成18年

12月１日

平成17年11月30日　～
　　　　　　　　平成19年９

月30日

平成18年４月28日　～
　　　　　　　　　平成19年９

月30日

権利行使期間
平成18年７月１日

～
平成26年６月13日

平成17年３月１日
～

平成26年９月15日

平成18年12月１日
～

平成26年11月30日

平成19年10月１日
～

平成27年９月15日

平成19年10月１日
～

平成27年９月15日

権利行使価格(円)
(注)４

56,450 125,000 125,000 706,000 760,000

行使時
平均株価(円)

297,863 269,371 219,046 ― ―

付与日における
公正な評価単価(円)

― ― ― ― ―

(注) １　全て、「ストックオプション等に関する会計基準」の適用開始前に付与されたものであります。

２　付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。

３　新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には勤

務条件が付されているものとみなしております。

４　権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式併合、株式分割について調整後の行使価格

を記載しております。
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②(株)プロデュースオンデマンド(未公開企業)

決議年月日(株主総会)
平成13年
10月31日

平成17年
６月10日

平成17年
６月10日

平成18年
３月27日

平成18年
３月27日

平成18年
10月13日

付与対象者の
区分及び人数(名)
(注)２

取締役 1

従業員 7

取締役 4

従業員 14

取締役 1

従業員 5

取締役 3

監査役 1

従業員 10

従業員 5 従業員 5

目的となる
株式の種類(株)

普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式 普通株式

付与数(個)
(注)２

― 703 130 235 16 82

付与数(株)
(注)２

68 703 130 235 16 82

付与日
平成13年
10月31日

平成17年
７月１日

平成17年
12月12日

平成18年
４月３日

平成18年
６月19日

平成18年
10月16日

権利確定条件 ― (注)３ (注)３ (注)３ (注)３ (注)３

対象勤務期間 ―

平成17年
７月１日
～

平成19年
６月30日
(注)３

平成17年
12月12日
～

平成19年
12月11日
(注)３

平成18年
４月３日
～

平成20年
４月２日
(注)３

平成18年
６月19日
～

平成20年
６月18日
(注)３

平成18年
10月16日
～

平成20年
10月15日
(注)３

権利行使期間

平成15年
11月１日
～

平成18年
10月31日

平成17年
７月１日
～

平成27年
６月９日

平成17年
12月12日
～

平成27年
６月９日

平成18年
４月３日
～

平成28年
３月26日

平成18年
６月19日
～

平成28年
３月26日

平成18年
10月16日
～

平成28年
10月12日

権利行使価格(円)
(注)４

17,858 25,000 25,000 42,750 42,750 58,000

行使時平均株価(円) ― ― ― ― ― ―

付与日における
公正な評価単価(円)

― ― ― ― ― 0

(注) １　当連結会計年度(平成19年６月期)において存在したストックオプションについて記載しております。

２　付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。

３　新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には勤

務条件が付されているものとみなしております。

４　権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株株式分割について調整後の行使価格を記載

しております。
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③(株)アイアールアイコマースアンドテクノロジー(未公開企業)

決議年月日(株主総会) 平成18年３月28日 平成19年３月19日

付与対象者の区分及び人数(名)
(注)２

関係会社
の取締役

3 取引先 1

目的となる株式の種類(株) 普通株式 普通株式

付与数(個)
(注)２

149 400

付与数(個)
(注)２

149 400

付与日 平成18年４月１日 平成19年４月１日

権利確定条件 (注)３ ―

対象勤務期間

平成18年４月１日
～

平成20年３月31日
(注)３

―

権利行使期間
平成20年４月１日

～
平成28年３月25日

日本国内の証券取引所に
おける上場日から５年間

権利行使価格(円)
(注)４

37,500 50,000

行使時平均株価(円) ― ―

付与日における公正な評価単価(円) ― 0

(注) １　当連結会計年度(平成19年６月期)において存在したストックオプションについて記載しております。

２　付与対象者数及び付与数は、発行日時点での対象者数と付与数であります。

３　新株予約権の割当契約を対象者と締結しており、契約により権利行使が制限される期間が存在する場合には勤

務条件が付されているものとみなしております。

４　権利行使価格は、付与後、当連結会計年度末日までに実施された株式分割について調整後の行使価格を記載し

ております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

　

IPネット
ワーク事業
(千円)

IPプラット
フォーム事
業
(千円)

IPエンター
プライジン
グ事業
(千円)

IPシナジー
ファイナン
ス事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,290,6453,564,7041,400,235100,0005,0007,360,585 ― 7,360,585

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

13,77038,170 ― ― ― 51,940(51,940) ―

計 2,304,4163,602,8741,400,235100,0005,0007,412,526(51,940)7,360,585

　　営業費用 2,649,7913,516,0681,393,173581,16057,2978,197,491175,4068,372,897

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

△345,37586,806 7,062△481,160△52,297△784,964(227,347)△1,012,311

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。
２　各区分の主な内容
(1) IPネットワーク事業　　　　：インターネットに関わるネットワークの設計／構築／運用のコンサルティング

及びその請負ならびに関連機器の仕入販売
(2) IPプラットフォーム事業　　：ネットワークに関連する端末系プラットフォーム・通信システムの開発
(3) IPエンタープライジング事業：エンタープライズ顧客に対するIPネットワークソリューションとIPネット

ワークサービスの提供
(4) IPシナジーファイナンス事業：国内外のIT企業に対する投資事業及びIP技術の提供

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は226,175千円であり、そのうち主なも
のは、親会社本社の総務部門等、管理部門に係る費用であります。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

　

IPネット
ワーク事業
(千円)

IPプラット
フォーム事
業
(千円)

IPエンター
プライジン
グ事業
(千円)

IPシナジー
ファイナン
ス事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,653,3922,320,3291,350,433 ― ― 6,324,156 ― 6,324,156

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

2,167 7,612 ― ― ― 9,780(9,780) ―

計 2,655,5602,327,9411,350,433 ― ― 6,333,936(9,780)6,324,156

　　営業費用 2,778,7042,248,2721,402,077144,51417,1736,590,741129,2966,720,037

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

△123,14479,669△51,643△144,514△17,173△256,805(139,076)△395,881

(注) １　事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。
２　各区分の主な内容
(1) IPネットワーク事業　　　　：インターネットに関わるネットワークの設計／構築／運用のコンサルティング

及びその請負ならびに関連機器の仕入販売
(2) IPプラットフォーム事業　　：ネットワークに関連する端末系プラットフォーム・通信システムの開発
(3) IPエンタープライジング事業：エンタープライズ顧客に対するIPネットワークソリューションとIPネット

ワークサービスの提供
(4) IPシナジーファイナンス事業：国内外のIT企業に対する投資事業及びIP技術の提供

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は142,942千円であり、そのうち主なも
のは、親会社本社の総務部門等、管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　

IPネット
ワーク事業
(千円)

IPプラット
フォーム事
業
(千円)

IPエンター
プライジン
グ事業
(千円)

IPシナジー
ファイナン
ス事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,225,6827,017,9962,869,993200,00040,43715,354,109― 15,354,109

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

19,16338,740 ― ― ― 57,903(57,903) ―

計 5,244,8467,056,7362,869,993200,00040,43715,412,012(57,903)15,354,109

　　営業費用 5,724,6106,878,1602,849,169861,24677,35016,390,537339,82016,730,358

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

△479,764178,57620,823△661,246△36,913△978,524(397,724)△1,376,249

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分の主な内容

(1) IPネットワーク事業　　　　：IPに準拠したネットワークの設計・構築・運用に関する事業

(2) IPプラットフォーム事業　　：IPに関連したネットワーク機器及びシステムの設計・製造に関する事業

(3) IPエンタープライジング事業：IPに関連した企業顧客向けのIT教育・業務システムコンサルティングに関

する事業

(4) IPシナジーファイナンス事業：IPに関連した企業を対象とし、技術経営コンサルティングを対象企業の企

業価値向上のための付加価値として行う事業

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は405,166千円であり、そのうち主なも

のは、親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

　

(事業区分の方法の変更)

従来、「その他の事業」に含めていた「IPシナジーファイナンス事業」は、その重要性が増したた

め、当連結会計年度より事業セグメントとして独立表示いたしました。

　なお、前連結会計年度に「IPシナジーファイナンス事業」を独立表示した場合は、以下のとおりであ

ります。

　

前連結会計年度(自　平成17年７月１日　至　平成18年６月30日)

　

IPネット
ワーク事業
(千円)

IPプラット
フォーム事
業
(千円)

IPエンター
プライジン
グ事業
(千円)

IPシナジー
ファイナン
ス事業
(千円)

その他事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益

　　売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

10,389,1097,147,47550,590,732200,00039,18168,366,499― 68,366,499

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

253,78528,628 ― ― ― 282,414(282,414) ―

計 10,642,8947,176,10450,590,732200,00039,18168,648,913(282,414)68,366,499

　　営業費用 10,490,8096,839,82546,668,891358,48543,71964,401,731477,41764,879,149

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

152,084336,2793,921,841△158,485△4,5374,247,181(759,832)3,487,349
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【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報を省略しております。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報を省略しております。

　

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

全セグメントの売上高に占める「本邦」の割合が、いずれも90％を超えているため、所在地別セグメ

ント情報を省略しております。

　

【海外売上高】

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。
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(企業結合等関係)

前中間連結会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間においてパーチェス法を適用した企業結合は、以下のとおりであります。

・被取得企業の名称 セーバー㈱

(旧セーバーホールディングス㈱)

グローバルナレッジ

ネットワーク㈱

・事業の内容 モバイルプロダクト＆

ソリューション事業、

動画修復事業

企業向IT教育事業

・企業結合を行なった主な理由 携帯電話向けコンテンツ流通に関する

技術・ノウハウをグループ内に取り込

むことであります。

IT／ネットワーク市場が拡大し、労働

市場流動化と教育の外注化を背景に、

成長と拡大が見込まれるIT教育サービ

ス事業へ事業展開を行うことでありま

す。

・企業結合日 平成18年７月１日 平成18年７月３日

・企業結合の法的形式 株式交換による完全子会社化 株式取得(新株予約権の権利行使)

による子会社化

・取得した議決権比率 100.0％ 73.1％

・中間連結財務諸表に含まれる

　被取得企業の業績の期間

平成18年７月１日

～平成18年12月31日

平成18年７月１日

～平成18年12月31日

・被取得企業の取得原価

　及びその内訳

1,507,742千円

内訳

　株式取得費用 1,507,742千円

650,003千円

内訳

　株式取得費用 650,003千円

・株式の種類別交換比率 普通株式　１：2.6

セーバーホールディングス１株に対

し、当社株式を2.6株割当

─────

・交換比率の算定方法 株式市価法およびディスカウント・

キャッシュフロー法による評価を総合

的に勘案して、当社およびセーバー

ホールディングスの株式交換比率の適

正な範囲を算定いたしました。

─────

・交付株式数及び評価額 10,327株

146,000円／１株

─────

・のれんの金額 1,298,654千円 1,697,240千円

・発生原因 今後の事業展開によって期待される将

来の収益に関連して発生したものであ

ります。

同左

・償却方法 定額法 同左

・償却期間 ３年 10年

・企業結合日の資産負債

　及びその内訳

資産 255,301千円

　流動資産 205,621千円

　固定資産 49,679千円

負債 46,213千円

　流動負債 46,213千円

資産 1,379,912千円

　流動資産 1,088,440千円

　その他固定資産 220,644千円

　繰延資産 70,827千円

負債 2,427,149千円

　流動負債 1,020,268千円

　固定負債 1,406,881千円
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当中間連結会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

当連結会計年度においてパーチェス法を適用した企業結合は、以下のとおりであります。

・被取得企業の名称 セーバー㈱

(旧セーバーホールディングス㈱)

グローバルナレッジ

ネットワーク㈱

・事業の内容 モバイルプロダクト＆

ソリューション事業、

動画修復事業

企業向IT教育事業

・企業結合を行なった主な理由 携帯電話向けコンテンツ流通に関する

技術・ノウハウをグループ内に取り込

むことであります。

IT／ネットワーク市場が拡大し、労働

市場流動化と教育の外注化を背景に、

成長と拡大が見込まれるIT教育サービ

ス事業へ事業展開を行うことでありま

す。

・企業結合日 平成18年７月１日 平成18年７月３日

・企業結合の法的形式 株式交換による完全子会社化 株式取得(新株予約権の権利行使)

による子会社化

・取得した議決権比率 100.0％ 73.1％

・連結財務諸表に含まれる

　被取得企業の業績の期間

平成18年７月１日

～平成19年６月30日

平成18年７月１日

～平成19年６月30日

・被取得企業の取得原価

　及びその内訳

1,507,742千円

内訳

　株式取得費用 1,507,742千円

650,003千円

内訳

　株式取得費用 650,003千円

・株式の種類別交換比率 普通株式　１：2.6

セーバーホールディングス１株に対

し、当社株式を2.6株割当

─────

・交換比率の算定方法 株式市価法およびディスカウント・

キャッシュフロー法による評価を総合

的に勘案して、当社およびセーバー

ホールディングスの株式交換比率の適

正な範囲を算定いたしました。

─────

・交付株式数及び評価額 10,327株

146,000円／１株

─────

・のれんの金額 1,298,654千円 1,697,240千円

・発生原因 今後の事業展開によって期待される将

来の収益に関連して発生したものであ

ります。

同左

・償却方法 定額法 同左

・償却期間 ３年 10年

・企業結合日の資産負債

　及びその内訳

資産 255,301千円

　流動資産 205,621千円

　固定資産 49,679千円

負債 46,213千円

　流動負債 46,213千円

資産 1,379,912千円

　流動資産 1,088,440千円

　その他固定資産 220,644千円

　繰延資産 70,827千円

負債 2,427,149千円

　流動負債 1,020,268千円

　固定負債 1,406,881千円

次へ

EDINET提出書類

株式会社インターネット総合研究所(E05061)

半期報告書

52/84



(１株当たり情報)
　

項目 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

１株当たり純資産額 21,266.74円 17,916.48円 19,750.19円

１株当たり
中間(当期)純利益

△32,052.00円 △1,832.12円 △33,492.56円

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)
純利益金額

１株当たり中間純損失が計
上されているため記載して
おりません。

同左
１株当たり当期純損失が計
上されているため記載して
おりません。

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

　

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

中間連結貸借対照表の
純資産の部の合計額

11,993,483千円 10,520,498千円 11,210,147千円

純資産の部の合計から
控除する金額

1,645,553千円 1,793,409千円 1,591,209千円

(うち、少数株主持分) (1,645,553千円) (1,793,409千円)
　　　 (1,591,209千円)

普通株式に係る純資産額 10,347,929千円 8,727,089千円 9,618,938千円

期末普通株式の数 486,578.12株 487,098.49株 487,030.12株

　

２　１株当たり中間(当期)純利益および潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

中間(当期)純利益 △15,522,389千円 △892,319千円 △16,264,338千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円 ―千円 ―千円

普通株式に係る中間(当期)
純利益

△15,522,389千円 △892,319千円 △16,264,338千円

普通株式の期中平均株式数 484,287.65株 487,042.01株 485,610.47株

中間純利益調整額 ―千円 ―千円 ―千円

 (うち、関係会社の潜在
  株式の権利行使調整額)

(―千円) (―千円) (―千円)

普通株式増加数 ―株 ―株 ―株

　(うち、新株引受権) (―株) (―株) (―株)

　(うち、新株予約権) (―株) (―株) (―株)

希薄化効果を有しないため、
滞在株式調整後１株当たり中
間(当期)純利益の算定に含め
なかった潜在株式の概要

新株引受権１種類(新株予約
権の目的となる株式の数　
1,352株)
　
新株予約権６種類(新株予約
権の目的となる株式の数　
47,861株)

――

――
 

――

――
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(重要な後発事象)

　
前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　SBIホールディングス㈱との株式交換契

約の合意解除について

　　 当社は、平成18年11月28日付でSBIホー

ルディングス㈱と締結した経営統合を

目的とする株式交換契約を、平成19年

１月16日付で合意解除いたしました。

　　解除した株式交換契約の概要

      株式交換契約締結日

平成18年11月28日

　　　株式交換効力発生日

平成19年４月１日

　　　株式交換比率（SBI:IRI）

１　:　1.95

　　　SBIが交付する新株の数

947,915株

(平成18年９月30日現在の当社の発行済

株式総数を基準としたもので、株式交

換日において変動致します。)

　　　　株式交換交付金　　　　無

　　　　株券交付日

平成19年５月下旬

１　関係会社の異動について

     当社は、国際的事業提携関係を強化す

るため、当社が保有している連結子会

社セーバー㈱の株式の90.05%を、平成

20年３月14日に締結した株式譲渡契約

に基づき、平成20年3月26日付で㈱シー

ディーネットワークス・ジャパンへ譲

渡完了し、これにより同社は当社の子

会社ではなくなりました。

　なお、譲渡契約等の概要は、以下のと

おりです。

 ・異動する子会社の概要

商号 セーバー㈱

所在地
東京都新宿区
西新宿１－26－２

代表者 中村高根

設立 平成18年６月29日

事業内容

モバイルに特化したコ
ンテンツ（動画、音声、
静止画、記述言語等）
の変換、配信、端末ご
との最適化に関するソ
フトウェアおよびシス
テム開発

 ・譲渡契約の概要

譲渡先
及び
譲渡株数

㈱シーディー
ネットワーク
ス・ジャパン

4,670株

譲渡価額 127,117千円

譲渡損益 －千円

譲渡後の
持分比率 9.95%

１　関係会社の異動について

     当社は、平成19年７月９日、当社グ

ループ事業の本業であるIT事業に経営

資源を集中させるため、当社が保有し

ている連結子会社ファイバーテック㈱

の全株式を譲渡する契約を締結し、同

社は株式譲渡日である平成19年７月10

日もって当社の子会社ではなくなりま

した。なお、譲渡契約等の概要は、以下

のとおりです。

 ・異動する子会社の概要

商号 ファイバーテック㈱

所在地
東京都千代田区神田
錦町３－21

代表者 三池信也

設立 平成10年10月15日

事業内容
極細径内視鏡を中心と
する医療機器の開発・
製造・販売

 ・譲渡契約の概要

譲渡先
及び
譲渡株数

㈱フジクラ
三池信也

39,683株
1,000株

譲渡価額 834,753千円

譲渡益 475,527千円
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　 前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

２　重要な子会社の民事再生手続開始決定

について

　　 当社の連結子会社㈱アイ・エックス・

アイは、平成19年１月21日、大阪地方裁

判所に民事再生手続開始の申立をし、

同日付で保全管理命令が発せられ、平

成19年１月29日、民事再生手続開始が

決定されました。

　・申立ての理由

 平成19年３月期中間決算における営

業取引の調査において、追加調査が長

期に亘り、法定期日内に半期報告書を

提出することが事実上困難となったこ

と、また、半期報告書未提出により上場

廃止となる可能性が高く、上場廃止決

定に伴い、銀行借入の即時返済を要す

るなど、会社存続に重大な支障が生じ

ると判断されたためであります。

２　重要な資金の借入について　　　　　　　　　

　　 当社は、平成20年１月24日、当社の連結

子会社グローバルナレッジネットワー

ク㈱の銀行借入返済資金として、親会

社であるオリックス㈱から借入を行い

ました。なお、借入の概要は以下のとお

りです。

借入先 オリックス㈱

借入金額 1,000,000千円

利率 1.308%/年

返済期限 平成20年７月24日

使途
連結子会社の銀行借入
の返済

その他
担保提供、保証、
その他の特約は
ありません。

２　訴訟の提起について　　　　　　　　　

　　 当社は、平成19年9月20日、㈱シーエー

シー他を相手方として損害賠償請求訴

訟を東京地方裁判所へ提起いたしまし

た。概要は以下のとおりです。

・訴訟を提起した相手方

　  ㈱シーエーシー

　  新日本監査法人

　  元㈱アイ・エックス・アイ代表　　　　

　　　

　　取締役　

　  同取締役（㈱シーエーシーから

    の派遣）

　  同監査役（同上）

・訴訟の内容

　  証券取引法第21条、第22条、第

    24条の４に基づく損害賠償請求

　  民法第95条（錯誤）による無効

　  民法709条（不法行為）による

　　損害賠償請求

・損害賠償請求額　　　　　　

　　　　　合計金14,380,332,960円

　・㈱アイ・エックス・アイの概要

所在地  大阪市淀川区西中島

代表者　　　  　船越　尚士

設立　　  平成元年７月15日

事業内容　　  情報サービス

決算期　　　　　  ３月31日

従業員数(平成19年１月１日)　　　　　　　　

119名

資本の額(平成18年９月末)

4,260,534千円

発行済株式数

(平成18年９月末) 151,041株

　・負債総額　　   24,810百万円

(平成19年１月29日現在、ただし財産目

録の清算価値)

　・当社持分比率(平成18年12月末)

51.98％

　・当社の損益に与える影響

当社は、㈱アイ・エックス・アイに対

する株式投資額の全額143.8億円を損

失として見込んでおります。なお、その

他の損失に関する負担の予定はありま

せん。

・訴訟提起に至った経緯および理

  由

　　 当社は平成17年８月に実施した公開買

付および平成18年３月の第三者割当増

資の引受などにより、合計143億８千万

円を出捐して㈱アイ・エックス・アイ

（以下IXI）株式を取得いたしました

が、同社は平成19年１月に大阪地方裁

判所において民事再生手続開始決定を

受け破綻いたしました。

     この破綻は、IXIが㈱シーエーシーの

子会社であった当時から、不正な循環

取引を大規模かつ恒常的に行ない続

け、IXIの有価証券報告書に記載された

売上高の大半が係る不正な循環取引に

基づいて架空に計上されたものであっ

た事に原因があり、当社が取得した時

点において既に、正常な取引通念に照

らして実質的に無価値の状態であった

ことから、当社が被った損害の賠償等

を求める訴えを提起いたしました。

前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)
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３　子会社の異動について

　　 当社は、平成19年３月５日開催の取締役

会において、当社が所有する㈱アイ・

エックス・アイの全株式78,508株を譲

渡する旨の決議を行ないました。

　・譲渡の理由

平成19年３月期中間決算に係る半期報

告書未提出のまま上場廃止、民事再生

手続中の会社となった当社の連結子会

社㈱アイ・エックス・アイは、同社の

社内調査や当局の調査において関係者

が、その営業取引の大部分に架空循環

取引が含まれていたとの証言を行なっ

ており、決算報告の適正性が疑わしい

状況であるため、同社を当社グループ

から外し、今後の当社連結決算の適正

化を図り、当社グループの信用回復を

図るため譲渡することといたしまし

た。

　・譲渡先　　 OSC企業再生㈱

　・譲渡の時期

所有株数78,508株のうち、株券既発行

の45,508株を平成19年３月５日に譲渡

し、残り33,000株については、平成19年

３月29日に譲渡完了いたしました。

　・譲渡の価格　　　　　無償

　・譲渡後の持分比率　　０％

　・譲渡損益

同社株式投資の全額に対し、既に評価

損を計上しておりますので、株式譲渡

に際し新たな損益は発生いたしませ

ん。

　・㈱アイ・エックス・アイの概
　　 要

所在地  大阪市淀川区西中島

代表者　　　 　船越　尚士

設立　　  平成元年７月15日

事業内容　 　情報サービス

決算期　　　　　  ３月31日

従業員数(平成19年１月１日)　　　　　　　　

119名

資本の額(平成18年９月末)

4,260,534千円

発行済株式数

(平成18年９月末) 151,041株

――――― ３　株式交換契約の承認について

     平成19年９月26日、当社第11期定時株

主総会において、当社およびオリック

ス㈱が平成19年６月21日に締結した株

式交換契約が承認されました。

     これにより、平成19年11月１日をもっ

て株式交換により当社はオリックス㈱

の完全子会社となる予定であります。

なお、株式交換契約および完全親会社

となるオリックス㈱の概要は以下のと

おりです。

 ・株式交換契約の概要

株式交換契約
の締結

平成19年６月21日

株式交換契約
承認株主総会

平成19年９月26日

株式交換予定日
平成19年11月１日

(効力発生日)

株券交付日
平成19年12月下旬

(予定)

株式交換比率 1:0.667
当社普通株式１株
に対し、オリック
ス普通株式0.667
株が、割当交付さ
れます。

 ・オリックス㈱の概要

事業内容 多角的金融
サービス業

設立年月日 昭和39年４月17日

本店所在地 東京都港区

代表者
役職・氏名
 

取締役兼
代表執行役社長
藤木保彦

EDINET提出書類

株式会社インターネット総合研究所(E05061)

半期報告書

56/84



　 前中間連結会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間連結会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

４　新株予約権付社債の償還と借入(資金調

達)並びに重要な資産の担保提供につ

いて

　　 当社は、平成16年12月１日に発行した円

貨建転換社債型新株予約権付社債45億

円について、社債権者からの繰上償還

の請求に基づき以下のスケジュールで

全額償還いたしました。

　　平成19年１月25日

1,000,000千円

　　平成19年２月６日

500,000千円

　　平成19年３月５日

3,000,000千円

　　 なお、社債償還資金のうち10億円は、社

債発行時の預託金(エスクロー)を充当

し、35億円の償還は、当社所有株式を担

保とした借入にて資金調達し、償還い

たしました。

　　借入の概要は以下のとおりです。

――――― ―――――

　　・借入先

SBIホールディングス㈱

　　・借入金額　 3,500,000千円

　　・借入条件　利率　2.5％/年

　　　　　　　　　支払条件

期日一括/利息後払

　　・借入日　平成19年３月５日

　　・返済期限

平成19年９月５日

　　・担保提供資産

上場子会社株式

(㈱ブロードバンドタワー普通株式

25,100株)

(㈱IRIユビテック普通株式

9,072株)
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２ 【中間財務諸表等】

(1) 【中間財務諸表】

① 【中間貸借対照表】

　

前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ　流動資産

　１　現金及び預金 2,235,702 3,604,188 1,705,462

　２　売掛金 19,221 23,940 120,630

　３　たな卸資産 95,215 104,938 94,407

　４　その他 46,456 182,325 64,563

　　　貸倒引当金 △21 △ 21 △ 21

　　　流動資産合計 2,396,57418.1 3,915,37141.1 1,985,04216.7

Ⅱ　固定資産

　１　有形固定資産 ※１ 50,1350.4 58,9140.6 62,0860.5

　２　無形固定資産 8,156 0.1 10,1050.1 11,5090.1

　３　投資その他の資産

　　(1)投資有価証券 2,269,780 1,308,662 2,336,104

　　(2)関係会社株式 7,431,597 4,094,071 7,372,461

　　(3)差入保証金 1,110,805 127,638 127,638

　　(4)その他 64,678 6,531 126,098

　　　貸倒引当金 △58,500 － △ 119,500

　　　投資その他の資産
　　　合計

10,818,36181.4 5,536,90258.2 9,842,80282.7

　　　固定資産合計 10,876,65481.9 5,605,92258.9 9,916,39983.3

Ⅲ　繰延資産

　１　社債発行費 3,369 － －

　　　繰延資産合計 3,369 0.0 － － － －

　　　資産合計 13,276,598100.0 9,521,294100.0 11,901,441100.0
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前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度
要約貸借対照表
(平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ　流動負債

　１　買掛金 46,428 94,991 104,885

　２ 短期借入金 － 3,500,000 3,525,890

　３　その他 113,543 55,864 70,507

　　　流動負債合計 159,9721.2 3,650,85538.4 3,701,28231.1

Ⅱ　固定負債

　１　新株予約権付社債 4,500,000 － －

　２　その他 11,348 10,924 14,283

　　　固定負債合計 4,511,34834.0 10,9240.1 14,2830.1

　　　負債合計 4,671,32035.2 3,661,78038.5 3,715,56631.2

(純資産の部)

Ⅰ　株主資本

　１　資本金 9,457,23671.2 9,465,47399.4 9,465,47379.6

　２　資本剰余金

　　(1)資本準備金 9,522,728 9,530,964 9,530,964

　　(2)その他資本剰余金 3,884,106 3,877,183 3,884,106

　　　資本剰余金合計 13,406,834101.0 13,408,148140.8 13,415,071112.7

　３　利益剰余金

　　(1)その他利益剰余金

　　　　繰越利益剰余金 △14,261,738 △17,027,407 △14,686,351

　　　利益剰余金合計 △14,261,738△107.4 △17,027,407△178.8 △14,686,351△123.4

　４　自己株式 △8,007△0.1 － － △ 8,007△ 0.1

　　　株主資本合計 8,594,32564.7 5,846,21461.4 8,186,18568.8

Ⅱ　評価・換算差額等

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

10,951 13,299 △ 310

　　　評価・換算差額等
　　　合計

10,9510.1 13,2990.1 △ 310 0.0

　　　純資産合計 8,605,27764.8 5,859,51361.5 8,185,87568.8

　　　負債純資産合計 13,276,598100.0 9,521,294100.0 11,901,441100.0
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② 【中間損益計算書】

　

前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間

(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
要約損益計算書

(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 72,081100.0 485,774100.0 700,164100.0

Ⅱ　売上原価 ※５ 68,607 95.2 420,49586.6 596,62085.2

　　　売上総利益 3,473 4.8 65,27813.4 103,54314.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※５ 428,571594.6 420,71886.6 800,497114.3

　　　営業損失 425,097△589.8 355,439△ 73.2 696,953△ 99.5

Ⅳ　営業外収益 ※１ 78,843109.4 71,47414.7 109,55015.6

Ⅴ　営業外費用 ※２ 98,300136.3 89,50718.4 219,20131.3

　　　経常損失 444,554△616.7 373,472△ 76.9 806,605△ 115.2

Ⅵ　特別利益 ※３ 922,8641,280.3 512,523105.5 922,864131.8

Ⅶ　特別損失 ※４ 15,860,12322,003.2 2,479,501510.4 15,922,0802,274.0

　　　税引前中間
　　　(当期)純損失

15,381,813△21,339.6 2,340,451△ 481.8 15,805,820△ 2,257.4

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

605 △0.9 605 △ 0.1 1,210△ 0.2

　　　中間(当期)純損失 15,382,418△21,340.5 2,341,056△ 481.9 15,807,030△ 2,257.6
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③ 【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,404 8,002,154 3,884,106 11,886,260

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 12,832 1,520,574 ― 1,520,574

　剰余金の配当 ― ― ― ―

　中間純損失 ― ― ― ―

　自己株式の取得 ― ― ― ―

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

12,832 1,520,574 ― 1,520,574

平成18年12月31日残高(千円) 9,457,236 9,522,728 3,884,106 13,406,834

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 1,358,402 1,358,402 △7,623 22,681,444

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 ― ― ― 1,533,406

　剰余金の配当 △237,723 △237,723 ― △237,723

　中間純損失 △15,382,418 △15,382,418 ― △15,382,418

　自己株式の取得 ― ― △384 △384

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△15,620,141 △15,620,141 △384 △14,087,118

平成18年12月31日残高(千円) △14,261,738 △14,261,738 △8,007 8,594,325

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 36,568 36,568 22,718,013

中間会計期間中の変動額

　新株の発行 ― ― 1,533,406

　剰余金の配当 ― ― △237,723

　中間純損失 ― ― △15,382,418

　自己株式の取得 ― ― △384

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△25,616 △25,616 △25,616

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△25,616 △25,616 △14,112,735

平成18年12月31日残高(千円) 10,951 10,951 8,605,277
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当中間会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成19年６月30日残高(千円) 9,465,473 9,530,964 3,884,106 13,415,071

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― ― ―

　自己株式の処分 ― ― △ 6,922 △ 6,922

　株主資本以外の項目の中間

　会計期間中の変動額(純額)
― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

― ― △ 6,922 △ 6,922

平成19年12月31日残高(千円) 9,465,473 9,530,964 3,877,183 13,408,148

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年６月30日残高(千円) △ 14,686,351△ 14,686,351 △ 8,007 8,186,185

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 △2,341,056 △ 2,341,056 ― △ 2,341,056

　自己株式の処分 ― ― 8,007 1,084

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

― ― ― ―

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△ 2,341,056 △ 2,341,056 8,007 △ 2,339,971

平成19年12月31日残高(千円) △ 17,027,407△ 17,027,407 ― 5,846,214

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成19年６月30日残高(千円) △ 310 △ 310 8,185,875

中間会計期間中の変動額

　中間純損失 ― ― △ 2,341,056

　自己株式の処分 ― ― 1,084

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

13,610 13,610 13,610

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

13,610 13,610 △ 2,326,361

平成19年12月31日残高(千円) 13,299 13,299 5,859,513
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前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

　
株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年６月30日残高(千円) 9,444,404 8,002,154 3,884,106 11,886,260

事業年度中の変動額

　新株の発行 21,069 1,528,810 ― 1,528,810

　剰余金の配当 ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 21,069 1,528,810 ― 1,528,810

平成19年６月30日残高(千円) 9,465,473 9,530,964 3,884,106 13,415,071

　

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年６月30日残高(千円) 1,358,402 1,358,402 △7,623 22,681,444

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― ― 1,549,879

　剰余金の配当 △ 237,723 △ 237,723 ― △ 237,723

　当期純損失 △ 15,807,030△ 15,807,030 ― △ 15,807,030

　自己株式の取得 ― ― △ 384 △ 384

事業年度中の変動額合計(千円) △ 16,044,754△ 16,044,754 △ 384 △ 14,495,258

平成19年６月30日残高(千円) △ 14,686,351△ 14,686,351 △ 8,007 8,186,185

　

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成18年６月30日残高(千円) 36,568 36,568 22,718,013

事業年度中の変動額

　新株の発行 ― ― 1,549,879

　剰余金の配当 ― ― △ 237,723

　当期純損失 ― ― △ 15,807,030

　自己株式の取得 ― ― △ 384

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額(純額)

△ 36,879 △ 36,879 △ 36,879

事業年度中の変動額合計(千円) △ 36,879 △ 36,879 △ 14,532,138

平成19年６月30日残高(千円) △ 310 △ 310 8,185,875
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　資産の評価基準及び評価方
法

(1) 有価証券
①子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
②その他有価証券
時価のあるもの：
　中間決算末日の市場価格等
に基づく時価法(評価差額は、
全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定している)

(1) 有価証券
①子会社株式及び関連会社株式

同左
②その他有価証券
時価のあるもの：

同左
　

(1) 有価証券
①子会社株式及び関連会社株式

同左
②その他有価証券
時価のあるもの：
　決算期末日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額は、全
部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法に
より算定している)

時価のないもの：
移動平均法による原価法

　なお、投資事業組合について
は、組合財産の持分相当額を
出資金として計上し、組合契
約に規定される決算報告に基
づく純損益の持分相当額を当
期の損益として計上する方法
(純額方式)によっておりま
す。

時価のないもの：
同左

時価のないもの：
同左

(2) たな卸資産
仕掛品：個別法による原価法

(2) たな卸資産
同左

(2) たな卸資産
同左

２　固定資産の減価償却の方法(1) 有形固定資産:定率法
　なお、建物については８～15
年、工具器具備品については
３～10年で償却しておりま
す。

(1) 有形固定資産:定率法
同左

(1) 有形固定資産:定率法
同左

(2) 無形固定資産:定額法
　自社利用ソフトウェアにつ
いては、利用可能期間(５年)
に基づく定額法によっており
ます。

(2) 無形固定資産:定額法
同左

(2) 無形固定資産:定額法
同左

３　繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費
　社債発行費は、３年間で毎期
均等額を償却しております。

(1) 　　――――― (1) 社債発行費
社債発行費は、３年間で毎期
均等額を償却しております。

(2) 株式交付費
　支出時に全額費用として処
理しております。

(2) 株式交付費
同左

(2) 株式交付費
同左

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金
　一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しておりま
す。

(1) 貸倒引当金
同左

(1) 貸倒引当金
同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

５　その他中間財務諸表(財務
諸表)作成のための基本と
なる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜
方式によっております。仮払
消費税等および仮受消費税は
相殺のうえ、流動資産の「そ
の他」に含めて表示しており
ます。

(1) 消費税等の会計処理
同左

 
　なお、資産に係る控除対象外
消費税等は、発生事業年度の
費用として処理しておりま
す。

(1) 消費税等の会計処理
　消費税等の会計処理は、税抜
方式によっております。
  

 
　なお、資産に係る控除対象外
消費税等は、発生事業年度の
費用として処理しておりま
す。
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(1) 役員賞与に関する会計基準

　　　当中間会計期間は「役員賞与に関する

会計基準」(企業会計基準委員会　平成

17年11月29日　企業会計基準第４号)を

適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。

(1)　　　　――――― (1)　　　　―――――

(2) 貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等

　　　当中間会計期間は「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準委員会　平成17年12月９日　

企業会計基準第５号)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」(企業会計基準委員

会　平成17年12月９日　企業会計基準適

用指針第８号)を適用しております。

　　　これによる損益に与える影響はなく、ま

た、従来の資本の部に相当する金額は、

純資産の部と同額であります。

(2)　　　　――――― (2)　　　　―――――

(3) 自己株式及び準備金の額の減少等に関

する会計基準等の一部改正

　　　当中間会計期間は、改正後の「自己株式

及び準備金の額の減少等に関する会計

基準」(企業会計基準委員会　最終改正

平成17年12月27日　企業会計基準第１

号)及び「自己株式及び準備金の額の

減少等に関する会計基準の適用指針

(企業会計基準委員会　最終改正平成17

年12月27日　企業会計基準適用指針第

２号)を適用しております。これによる

損益に与える影響はありません。なお、

中間貸借対照表の表示について、当中

間会計期間は、中間財務諸表等規則の

改正により、改正後の規則を適用して

おります。

(3)　　　　――――― (3)　　　　―――――
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　 前中間会計期間
(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

(4) ストックオプション等に関する会計基

準等

　　　当中間会計期間は「ストックオプショ

ン等に関する会計基準(企業会計基準

委員会　平成17年12月27日　企業会計基

準第８号)」及び「ストックオプショ

ン等に関する会計基準の適用指針(企

業会計基準委員会　平成17年12月27日　

企業会計基準適用指針第11号)」を適

用しております。これによる損益に与

える影響はありません。

(4)　　　　――――― (4)　　　　―――――

(5) 企業結合に係る会計基準

　　　当中間会計期間より「企業結合に係る

会計基準(企業会計審議会　平成15年10

月31日)」及び「事業分離等に関する

会計基準(企業会計基準第７号　平成17

年12月27日)」並びに「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針(企業会計基準適用指針第10

号　平成17年12月27日)」を適用してお

ります。これにより損益に与える影響

はありません。

(5)　　　　――――― (5) 企業結合に係る会計基準

　　　当事業年度から「企業結合に係る会計

基準(企業会計審議会　平成15年10月31

日)」及び「事業分離等に関する会計

基準(企業会計基準第７号　平成17年12

月27日)」並びに「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用

指針(企業会計基準適用指針第10号　最

終改平成18年12月22日)」を適用して

おります。これによる損益に与える影

響はありません。
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成18年12月31日)

当中間会計期間末
(平成19年12月31日)

前事業年度末
(平成19年６月30日)

※１　有形固定資産の
　　　減価償却累計額

67,438千円
※１　有形固定資産の
　　　減価償却累計額

82,158千円
※１　有形固定資産の
　　　減価償却累計額

73,252千円

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 470千円

受取業務手数料 13,294千円

受取配当金 60,940千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2,398千円

受取業務手数料 13,525千円

受取配当金 55,375千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 2,306千円

受取業務手数
料

26,819千円

受取配当金 73,490千円

※２　営業外費用の主要項目

株式交付費 419千円

社債発行費
償却

3,369千円

組合損失 20,804千円

支払手数料 15,108千円

貸倒引当金
繰入

58,500千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 43,176千円

組合損失 17,034千円

支払手数料 27,104千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 28,305千円

株式交付費 865千円

社債発行費
償却

6,739千円

組合損失 35,811千円

支払手数料 26,955千円

貸倒引当金
繰入

119,500千円

※３　特別利益の主要項目

関係会社
株式売却益

818,575千円

投資有価証券
売却益

97,662千円

※３　特別利益の主要項目

関係会社
株式売却益

357,963千円

投資有価証券
売却益

154,560千円

※３　特別利益の主要項目

関係会社
株式売却益

818,575千円

投資有価
証券売却益

97,662千円

　
※４　特別損失の主要項目

投資有価証券
評価損

128,795千円

関係会社
株式評価損

15,726,227千円

(注)　「第５［経理の状況］－３　
平成19年６月期の中間連結
財務諸表、連結財務諸表、中
間財務諸表、財務諸表に関
する事項－(2)平成19年６
月期の中間財務諸表ならび
に財務諸表に関する事項」
に記載のとおり、当社は、
IXI株式の帳簿価額の全額
について評価損を計上して
おります。

※４　特別損失の主要項目

投資有価証券
評価損

38,849千円

関係会社
株式評価損

2,440,652千円

※４　特別損失の主要項目

投資有価証券
評価損

151,495千円

関係会社
株式評価損

15,761,322千円

※５　減価償却実施額

有形固定資産 5,027千円

無形固定資産 790千円

※５　減価償却実施額

有形固定資産 8,908千円

無形固定資産 1,755千円

※５　減価償却実施額

有形固定資産 15,173千円

無形固定資産 2,500千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間(自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 65.37 3.00 ― 68.37

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　端株の買取りによる増加　　　　　　 3.00株

　

当中間会計期間(自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 68.37 ― 68.37 ―

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　株式交換に伴う自己株式の処分　　　68.37株

　

前事業年度(自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日)

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 65.37 3.00 ― 68.37

　

　　変動事由の概要

　　増加数の主な内訳は次のとおりであります。

　　　端株の買取りによる増加　　　　　 　3.00株
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(有価証券関係)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるもの

関係会社株式

中間貸借対照表
計上額

2,208,697千円

時価※ 36,216,658千円

差額 34,007,960千円

※平成19年２月22日に上場廃止となった

IXIの12月31日時点の時価評価額

20,333,572千円が含まれております。

子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるもの

関係会社株式

中間貸借対照表
計上額

2,038,834千円

時価 6,237,094千円

差額 4,198,259千円

子会社株式及び関連会社株式で時価の

あるもの

関係会社株式

貸借対照表
計上額

2,208,697千円

時価 10,607,498千円

差額 8,398,800千円

　

(企業結合等関係)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

(１株当たり情報)

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

次へ
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(重要な後発事象)

　
前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

１　SBIホールディングス㈱との株式交換契

約の合意解除について

　　 当社は、平成18年11月28日付でSBIホー

ルディングス㈱と締結した経営統合を

目的とする株式交換契約を、平成19年

１月16日付で合意解除いたしました。

　　解除した株式交換契約の概要

　　　株式交換契約締結日

平成18年11月28日

　　　株式交換効力発生日

平成19年４月１日

　　　株式交換比率（SBI:IRI）

１　:　1.95

　　　SBIが交付する新株の数

947,915株

(平成18年９月30日現在の当社の発行済

株式総数を基準としたもので、株式交

換日において変動致します。)

　　　株式交換交付金　　　　無

　　　株券交付日

平成19年５月下旬

１　関係会社の異動について

     当社は、国際的事業提携関係を強化す

るため、当社が保有している連結子会

社セーバー㈱の株式の90.05%を、平成

20年３月14日に締結した株式譲渡契約

に基づき、平成20年3月26日付で第三者

へ譲渡完了し、これにより同社は当社

の子会社ではなくなりました。

　なお、譲渡契約等の概要は、以下のと

おりです。

・異動する子会社の概要

商号 セーバー㈱

所在地
東京都新宿区
西新宿１－26－２

代表者 中村高根

設立 平成18年６月29日

事業内容

モバイルに特化したコ
ンテンツ（動画、音声、
静止画、記述言語等）
の変換、配信、端末ご
との最適化に関するソ
フトウェアおよびシス
テム開発

・譲渡契約の概要

譲渡先
及び
譲渡株数

㈱シーディー
ネットワーク
ス・ジャパン

4,670株

譲渡価額 127,117千円

譲渡損益 －千円

譲渡後の
持分比率 9.95%

１　関係会社の異動について

　　 当社は、平成19年７月９日、当社グルー

プ事業の本業であるIT事業に経営資源

を集中させるため、当社が保有してい

る連結子会社ファイバーテック㈱の全

株式を譲渡する契約を締結し、同社は

株式譲渡日である平成19年７月10日

もって当社の子会社ではなくなりまし

た。なお、譲渡契約等の概要は、以下の

とおりです。

・異動する子会社の概要

商号 ファイバーテック㈱

所在地
東京都千代田区神田
錦町３－21

代表者 三池信也

設立 平成10年10月15日

事業内容
極細径内視鏡を中心と
する医療機器の開発・
製造・販売

・譲渡契約の概要

譲渡先
及び
譲渡株数

㈱フジクラ
三池信也

39,683株
1,000株

譲渡価額 834,753千円

譲渡益 475,527千円
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前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

２　重要な子会社の民事再生手続開始決定

について　

  　 当社の連結子会社㈱アイ・エックス・

アイは、平成19年１月21日、大阪地方裁

判所に民事再生手続開始の申立をし、

同日付で保全管理命令が発せられ、平

成19年１月29日、民事再生手続開始が

決定されました。

　・申立ての理由

 平成19年３月期中間決算における営

業取引の調査において、追加調査が長

期に亘り、法定期日内に半期報告書を

提出することが事実上困難となったこ

と、また、半期報告書未提出により上場

廃止となる可能性が高く、上場廃止決

定に伴い、銀行借入の即時返済を要す

るなど、会社存続に重大な支障が生じ

ると判断されたためであります。

２　重要な資金の借入及び子会社への貸付

について　　　　　　　　　

　　 当社は、平成20年１月24日、当社の親会

社であるオリックス㈱から借入を行

い、同日付で当社の連結子会社である

グローバルナレッジネットワーク㈱に

貸付を実行いたしました。なお、借入及

び貸付の概要は以下のとおりです。

・借入の概要

借入先 オリックス㈱

借入金額 1,000,000千円

利率 1.308%/年

返済期限 平成20年７月24日

使途
連結子会社への
貸付

その他
担保提供、保証、
その他の特約は
ありません。

２　訴訟の提起について　　　　　　　　　

　　 当社は、平成19年9月20日、㈱シーエー

シー他を相手方として損害賠償請求訴

訟を東京地方裁判所へ提起いたしまし

た。概要は以下のとおりです。

 ・訴訟を提起した相手方

　  ㈱シーエーシー

　　新日本監査法人

　　元㈱アイ・エックス・アイ

代表取締役　　　　　　　

　　同取締役（㈱シーエーシー

からの派遣）

　同監査役（同上）

 ・訴訟の内容

　　証券取引法第21条、第22条、第24条の４に

基づく損害賠償請求

　　民法第95条（錯誤）による無効

　　民法709条（不法行為）による

損害賠償請求

 ・損害賠償請求額　　　　　　　　　　

合計金14,380,332,960円

　・㈱アイ・エックス・アイの

概要

所在地  大阪市淀川区西中島

代表者　　　　  船越　尚士

設立　　  平成元年７月15日

事業内容　　  情報サービス

決算期　　　　  　３月31日

従業員数(平成19年１月１日)

                    119名

資本の額(平成18年９月末)

 4,260,534千円

発行済株式数

(平成18年９月末) 151,041株　 

　・負債総額　　  24,810百万円

(平成19年１月29日現在、ただし財産目

録の清算価値)

　・当社持分比率　　　 

(平成18年12月末)   51.98％ 

　・当社の損益に与える影響

 当社は、㈱アイ・エックス・アイに対

する株式投資額の全額143.8億円を損

失として見込んでおります。なお、その

他の損失に関する負担の予定はありま

せん。

・貸付の概要

貸付先
グローバルナレッジ
ネットワーク㈱

貸付金額 1,050,000千円

利率 4.39%/年

返済期限 平成20年７月24日

使途
銀行借入返済ならびに
運転資金

その他
担保提供、保証、
その他の特約は
ありません。

 ・訴訟提起に至った経緯および理由

　　 当社は平成17年８月に実施した公開買

付および平成18年３月の第三者割当増

資の引受などにより、合計143億８千万

円を出捐して㈱アイ・エックス・アイ

（以下IXI）株式を取得いたしました

が、同社は平成19年１月に大阪地方裁

判所において民事再生手続開始決定を

受け破綻いたしました。

 この破綻は、IXIが㈱シーエーシーの

子会社であった当時から、不正な循環

取引を大規模かつ恒常的に行ない続

け、IXIの有価証券報告書に記載された

売上高の大半が係る不正な循環取引に

基づいて架空に計上されたものであっ

た事に原因があり、当社が取得した時

点において既に、正常な取引通念に照

らして実質的に無価値の状態であった

ことから、当社が被った損害の賠償等

を求める訴えを提起いたしました。
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前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

３　子会社の異動について

　　 当社は、平成19年３月５日開催の取締役

会において、当社が所有する㈱アイ・

エックス・アイの全株式78,508株を譲

渡する旨の決議を行ないました。

　・譲渡の理由

 平成19年３月期中間決算に係る半期

報告書未提出のまま上場廃止、民事再

生手続中の会社となった当社の連結子

会社㈱アイ・エックス・アイは、同社

の社内調査や当局の調査において関係

者が、その営業取引の大部分に架空循

環取引が含まれていたとの証言を行

なっており、決算報告の適正性が疑わ

しい状況であるため、同社を当社グ

ループから外し、今後の当社連結決算

の適正化を図り、当社グループの信用

回復を図るため譲渡することといたし

ました。

　・譲渡先　　 OSC企業再生㈱

　・譲渡の時期

 所有株数78,508株のうち、株券既発行

の45,508株を平成19年３月５日に譲渡

し、残り33,000株については、平成19年

３月29日に譲渡完了いたしました。

　・譲渡の価格　　　　　無償

　・譲渡後の持分比率　　０％

　・譲渡損益

 同社株式投資の全額に対し、既に評価

損を計上しておりますので、株式譲渡

に際し新たな損益は発生いたしませ

ん。

　・㈱アイ・エックス・アイの
      概要

所在地  大阪市淀川区西中島

代表者　　　　  船越　尚士

設立　　  平成元年７月15日

事業内容　　  情報サービス

決算期　　　　　  ３月31日

従業員数(平成19年１月１日)

　                  119名　　　　　　

資本の額(平成18年９月末)

4,260,534千円

発行済株式数

(平成18年９月末) 151,041株

――――― ３　株式交換契約の承認について

　　 平成19年９月26日、当社第11期定時株主

総会において、当社およびオリックス

㈱が平成19年６月21日に締結した株式

交換契約が承認されました。

 これにより、平成19年11月１日をもっ

て株式交換により当社はオリックス㈱

の完全子会社となる予定であります。

なお、株式交換契約および完全親会社

となるオリックス㈱の概要は以下のと

おりです。

・株式交換契約の概要

株式交換契約
の締結

平成19年６月21日

株式交換契約
承認株主総会

平成19年９月26日

株式交換予定日
平成19年11月１日

(効力発生日)

株券交付日
平成19年12月下旬

(予定)

株式交換比率 1:0.667

当社普通株式１株
に対し、オリック
ス普通株式0.667
株が、割当交付さ
れます。

・オリックス㈱の概要

事業内容  多角的金融
 サービス業

設立年月日  昭和39年４月17日

本店所在地  東京都港区

代表者
役職・氏名

  取締役兼
  代表執行役社長　　　
  藤木保彦
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前中間会計期間

(自　平成18年７月１日
至　平成18年12月31日)

当中間会計期間
(自　平成19年７月１日
至　平成19年12月31日)

前事業年度
(自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日)

４　新株予約権付社債の償還と借入(資金調

達)並びに重要な資産の担保提供につ

いて

――――― ―――――

　　 当社は、平成16年12月１日に発行した円

貨建転換社債型新株予約権付社債45億

円について、社債権者からの繰上償還

の請求に基づき以下のスケジュールで

全額償還いたしました。

　　平成19年１月25日

1,000,000千円

　　平成19年２月６日

500,000千円

　　平成19年３月５日

3,000,000千円

　　 なお、社債償還資金のうち10億円は、社

債発行時の預託金(エスクロー)を充当

し、35億円の償還は、当社所有株式を担

保とした借入にて資金調達し、償還い

たしました。

　　 借入の概要は以下のとおりです。

　　・借入先

SBIホールディングス㈱

　　・借入金額　 3,500,000千円

　　・借入条件　利率　2.5％/年

　　　　　　　　　支払条件

期日一括/利息後払

　　・借入日　平成19年３月５日

　　・返済期限

平成19年９月５日

　　・担保提供資産

上場子会社株式

(㈱ブロードバンドタワー普通株式

25,100株)

(㈱IRIユビテック普通株式

9,072株)
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(2) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書
及びその添付書類

事業年度
(第11期)

自　平成18年７月１日
至　平成19年６月30日

平成19年９月27日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年３月30日

株式会社　インターネット総合研究所

取締役会　御中

　

監査法人　ト―マツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　隆　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　富　　康　　史　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社インターネット総合研究所の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書に

ついて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にある。

当監査法人は、下記事項を除き我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者

の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

　

記

「第５　経理の状況－３　子会社である㈱アイ・エックス・アイに関する事項－(2) 当中間連結財務諸表作

成上の取扱い」に記載のとおり、㈱アイ・エックス・アイは管財人の管理下で再生計画案を策定中であり、ま

た、自らの半期報告書が未提出である等、中間連結財務諸表の基礎とすべき仮決算を行うことが困難な状況で

あることから、中間連結財務諸表を構成すべき㈱アイ・エックス・アイの中間財務諸表項目に対して十分な

監査手続きが実施できず、上記の中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得ることがで

きなかった。

なお、同じく「第５　経理の状況－３　子会社である㈱アイ・エックス・アイに関する事項－(2) 当中間連

結財務諸表作成上の取扱い」に記載のとおり、今後、㈱アイ・エックス・アイの決算が訂正された場合には、

会社の当中間連結会計期間及び前中間連結会計期間の中間連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸

表が訂正される可能性がある。

　

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、上記事項の中間連結財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、株

式会社インターネット総合研究所及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する中間連結会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているかどうかについての意見を表明しない。
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追記情報

１．(重要な後発事象)　１に記載のとおり、会社は、平成18年11月28日付でSBIホールディングス㈱と締結し

た経営統合を目的とする株式交換契約を、平成19年１月16日付で合意解除した。

２．(重要な後発事象)　２に記載のとおり、連結子会社㈱アイ・エックス・アイは、平成19年１月21日に大

阪地方裁判所に民事再生手続開始の申立をし、同日付けで保全管理命令が発せられ、平成19年１月29日

に民事再生手続開始が決定されている。

３．(重要な後発事象)　３に記載のとおり、会社は平成19年３月５日及び３月29日に、子会社である㈱アイ

・エックス・アイの全株式を譲渡している。

４．(重要な後発事象)　４に記載のとおり、会社は円貨建転換社債型新株予約権付社債45億円について、平

成19年１月25日に10億円、平成19年２月６日に５億円、平成19年３月５日に30億円というスケジュール

で全額償還している。なお、平成19年３月５日にSBIホールディングス㈱より当該社債の償還資金とし

て35億円の借入を行っており、担保として会社の保有する上場子会社株式を提供している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年３月26日

株式会社　インターネット総合研究所

取締役会　御中

　

監査法人　ト―マツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　隆　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　富　　康　　史　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社インターネット総合研究所の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの連結

会計年度の中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、す

なわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ

・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、株式会社インターネット総合研究所及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

追記情報

(重要な後発事象)１に記載のとおり、会社は平成20年３月26日に保有するセーバー株式会社の株式のうち

90.05％を譲渡完了し、これにより同社は会社の子会社ではなくなっている。

(重要な後発事象)２に記載のとおり、会社は平成20年１月24日に親会社であるオリックス株式会社から、会

社の連結子会社であるグローバルナレッジネットワーク株式会社が銀行借入の返済を行なうための資金とし

て、10億円の借入を行なっている。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成19年３月30日

株式会社　インターネット総合研究所

取締役会　御中

　

監査法人　ト―マツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　隆　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　富　　康　　史　　㊞

　

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社インターネット総合研究所の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第11期事業年度の

中間会計期間(平成18年７月１日から平成18年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にある。

当監査法人は、下記事項を除き我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を

損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

　

記

「第５　経理の状況－３　子会社である㈱アイ・エックス・アイに関する事項－(3) 当中間財務諸表におけ

る評価」に記載のとおり、会社は、子会社である㈱アイ・エックス・アイが、管財人の管理下で再生計画案を

策定中であり、また、自らの半期報告書を提出しないまま上場廃止になり、同社株式の評価の基礎となる同社

の財政状態が把握できないという状況であることに鑑み、同社株式について、その帳簿価額全額について評価

損を計上しているが、同社株式の評価にかかる十分な監査証拠を入手できず、上記の中間財務諸表に対する意

見表明のための合理的な基礎を得ることができなかった。

なお、同じく「第５　経理の状況－３　子会社である㈱アイ・エックス・アイに関する事項－(3) 当中間財

務諸表における評価」に記載のとおり、今後、㈱アイ・エックス・アイの決算が訂正された場合には、当中間

会計期間に帰属すべき同社株式の評価損の金額及び同社株式の評価額に関連して、当中間会計期間及び前中

間会計期間の中間財務諸表並びに前事業年度の財務諸表が訂正される可能性がある。

　

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、上記事項の中間財務諸表に与える影響の重要性に鑑み、株式会社イ

ンターネット総合研究所の平成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成

18年７月１日から平成18年12月31日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているかどうかについて

意見を表明しない。
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追記情報

１．(重要な後発事象)　１に記載のとおり、会社は、平成18年11月28日付でSBIホールディングス㈱と締結し

た経営統合を目的とする株式交換契約を、平成19年１月16日付で合意解除した。

２．(重要な後発事象)　２に記載のとおり、連結子会社㈱アイ・エックス・アイは、平成19年１月21日に大

阪地方裁判所に民事再生手続開始の申立をし、同日付けで保全管理命令が発せられ、平成19年１月29日

に民事再生手続開始が決定されている。

３．(重要な後発事象)　３に記載のとおり、会社は平成19年３月５日及び３月29日に、子会社である㈱アイ

・エックス・アイの全株式を譲渡している。

４．(重要な後発事象)　４に記載のとおり、会社は円貨建転換社債型新株予約権付社債45億円について、平

成19年１月25日に10億円、平成19年２月６日に５億円、平成19年３月５日に30億円というスケジュール

で全額償還している。なお、平成19年３月５日にSBIホールディングス㈱より当該社債の償還資金とし

て35億円の借入を行っており、担保として会社の保有する上場子会社株式を提供している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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独立監査人の中間監査報告書

　

平成20年３月26日

株式会社　インターネット総合研究所

取締役会　御中

　

監査法人　ト―マツ

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　井　　上　　隆　　司　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　三　　富　　康　　史　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社インターネット総合研究所の平成19年７月１日から平成20年６月30日までの第12

期事業年度の中間会計期間（平成19年７月１日から平成20年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、

中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、株式会社インターネット総合研究所の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表

示しているものと認める。

　

追記情報

(重要な後発事象)１に記載のとおり、会社は平成20年３月26日に保有するセーバー株式会社の株式のうち

90.05％を譲渡完了し、これにより同社は会社の子会社ではなくなっている。

(重要な後発事象)　２に記載のとおり、会社は平成20年１月24日、親会社であるオリックス株式会社から10

億円の借入を行い、同日付で会社の子会社であるグローバルナレッジネットワーク株式会社に対して10億５

千万円の貸付を実行している。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

※　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。
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